
証券コード  6383

パソコン・スマートフォン・タブレット
端末からもご覧いただけます。
https://s.srdb.jp/6383/

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、極力
書面またはインターネット等により事前の議決権行使を
いただきますようお願い申しあげます。
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定時株主総会
招集ご通知
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開催情報

2022年６月24日（金曜日）午前10時
（受付開始 : 午前9時）

日　　時

大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号
当社本社内

場　　所

決議事項 第1号議案
第2号議案
第3号議案

定款一部変更の件
取締役9名選任の件
監査役2名選任の件
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拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第106回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、極力、ご来場をお控え頂き、書面またはインターネット
等により事前の議決権行使をいただきますようお願い申しあげます。事前行使の場合には、お手数ながら後記
の株主総会参考書類をご検討くださいまして、後述のご案内に従って2022年6月23日（木曜日）午後5時まで
に議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。なお当日の模様は、インターネットによるライブ配信
でもご覧いただけます（詳細別紙）。 

敬 具

株 主 各 位

第106回定時株主総会招集ご通知

（証券コード 6383）
2022年6月8日

大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号

代表取締役社長　下代 博

1 日　　　時 2022年6月24日 （金曜日） 午前10時 （受付時間：午前９時）
2 場 　 　 所 大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号　当社本社内

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください｡）
3 株主総会の

目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第106期（2021年４月１日から2022年３月31日まで） 事業報告、連結計算書

類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第106期（2021年４月１日から2022年３月31日まで） 計算書類報告の件

決 議 事 項 第1号議案　定款一部変更の件
第2号議案　取締役9名選任の件
第3号議案　監査役2名選任の件

記

その他本招集ご通知に関する事項
　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、｢連結計算書類の連結株主資本等変動計算書、連結注記表」および「計算書類の株主資本等
変動計算書、個別注記表」につきましては、当社ホームページ（https://www.daifuku.com/jp/ir/stock/shareholders/）に掲載しており
ますので、法令および定款第16条の定めに基づき、報告事項に関する添付書類には記載しておりません。

以　上
　株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類の内容について、株主総会の前日までに修正すべき事情が生じた場合
には、インターネット上の当社ホームページ（https://www.daifuku.com/jp/）に掲載させていただきます。

招集ご通 知

1
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新型肺炎対応での株主総会運営について

■株主の皆さまへのお願い
・ 本年株主総会では、新型コロナウイルス感染を防止し、株主さま、弊社役員、スタッフの安全と健康を最優先と
するための会場運営、スピーディな議事進行を行います。株主さまのご理解、ご協力をお願い申しあげます。

・ 席の間隔の確保等のため、株主さまのご入場者数を制限させていただく場合がありますので、予めご了承く
ださい。

・ 書面またはインターネット等による行使は、書面、パソコン、スマートフォンからお選びいただけます。

　なお、本株主総会につきましては、株主総会前日の６月23日（木曜日）午後1時より、下記当社ウェブサイトに
て、ナレーション入りの「事業報告」「社長プレゼンテーション」を動画配信いたしますので、事前にご覧いただくこ
とができます。
https://www.daifuku.com/jp/ir/stock/shareholders/

■ご来場される株主の皆さまへのお願い
・ ご来場される株主の皆さまにおかれましては、アルコール消毒液の噴霧やマスクの着用等の感染拡大防止の
ための措置へのご協力をお願いいたします。

・ 会場入口付近で検温をさせていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思われる方、海外から帰国さ
れてから14日間が経過していない方は、入場をお断りし、お帰りいただく場合がございます。

・ 株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク・手袋着用で応対をさせていただきます。

　なお、今後の状況変化に応じて、上記対応については随時変更してまいりますので、ご出席を検討される株主
さまにおかれましては、事前に下記当社ウェブサイトをご覧いただきますようお願い申しあげます。
https://www.daifuku.com/jp/ir/stock/shareholders/

　本株主総会の議決権行使は、ご出席いただく方法のほか、書面またはインターネット等による方法もござ
いますので、こちらのご利用を強く推奨させていただきます。
　議決権行使期限：2022年６月23日（木曜日）午後５時到着分／送信分まで
*詳細につきましては、「第106回定時株主総会招集ご通知」3ページ～5ページをご参照ください。
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議決権
行使書

株主総会にご出席される場合

株主総会にご出席されない場合

書面による議決権行使

インターネット等による議決権行使

スマートフォンでの議決権行使は
「スマート行使」をご利用ください

「ネットで招集」なら
「スマート行使」へ簡単アクセス！

※書面とインターネット等により二重に議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、イン
ターネット等によって複数回数またはパソコンとスマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として
お取扱いいたします。
※インターネットをご利用いただくためにプロバイダーへの接続料金および通信事業者への通信料金（電話料金）等が必要な場合がありますが、これら
の料金は株主さまのご負担となります。

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただきご送付ください。

後記（4ページ～5ページ）のインターネット等による議決権行使のご案内をご高覧の
上、画面の案内に従って、賛否を入力してください。

「議決権行使コード」「パスワード」
の入力が不要になりました。

「スマート行使」をスムーズにご利用い
ただけるよう、カメラボタンを設置。
QRコードを撮影いただけます。

詳しくは同封の案内チラシを
ご覧ください 詳しくは5ページへ

2022年6月24日（金曜日） 午前10時（受付時間：午前９時）

2022年6月23日（木曜日） 午後5時必着

2022年6月23日（木曜日） 午後5時まで

開催日時

行使期限

行使期限

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
い。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

議決権行使等についてのご案内
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　インターネットにより議決権を行使
される場合は、以下の議決権行使 
専用サイトにアクセスし、同封の議決
権行使書用紙に記載の「議決権行使

コード」と「パスワード」をご入力いただき、画面の案内に従い、
議案の賛否をご入力ください。

スマートフォンによる議決権行使は、バーコード読
取機能を利用して、「QRコード」を読み取り、議決
権行使ウェブサイトにアクセスすることも可能で
す。

「スマート行使」について

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権
行使ウェブサイトログインQRコード」を読み取りいただくことに
より、「議決権行使コー
ド」および「パスワード」が
入力不要でアクセスでき
ます。
※ 上記方法での議決権行使は1
回に限ります。

※ QRコードは、株式会社デンソー
ウェーブの登録商標です。

2022年6月23日（木曜日） 午後5時まで行使期限

https://www.web54.net議決権行使ウェブサイト

〉〉詳しくは同封の案内チラシをご覧ください

インターネットによる議決権行使に関するご不明な点につきましては、下記にお問い合わせください。

インターネットによる議決権行使で不明な場合

三井住友信託銀行
証券代行
ウェブサポート

専門ダイヤル

0120-652-031
（午前９時～午後９時）

用紙のご請求等、その他のご照会は

0120-782-031
（平日午前９時～午後５時）

機関投資家の皆さまへ
　上記のインターネットによる議決権行使
のほかに、予め申込みされた場合に限り、
株式会社東京証券取引所等が出資する
株式会社ICJが運営する議決権電子行使
プラットフォームをご利用いただくことが
できますのでご案内いたします。

❶議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

❷議決権行使書用紙に記載された
 「議決権行使コード」をご入力ください。

❸議決権行使書用紙に記載された
 「パスワード」をご入力ください。

❹以降は画面の案内に従って
   賛否をご入力ください。

「次へすすむ」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」を
入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネット等による議決権行使のご案内
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招集ご通知をインターネットで簡単・便利に！

議決権行使ウェブサイトへ簡単アクセス

「スマート行使」に簡単アクセス！

簡単スケジュール登録

株主総会会場へのアクセスにも便利

本招集ご通知は、「ネットで招集」を採用しています。ぜひ、ご活用ください。
「ネットで招集」のご案内

Point 1

Point 2

Googleカレンダーに登録

地図･交通案内

招集ご通知の掲載内容をコンパクトにまとめ、スムーズな画面遷移を実現した「ネットで招集」。
パソコン・スマートフォン・タブレット端末からいつでもどこからでもご覧いただけます。

このボタンから議決権行使ウェブサイトへアクセスいただけます。

カメラが起動し、議決権行使書用紙のQＲコードを撮影すると、議決権行使コード・パスワードなしで議決権行
使ウェブサイトへアクセスいただけます。

「スマート行使」ボタン
をタッチ後「OK」を選択
でカメラが起動します。

議決権行使書用紙
のQＲコードを撮影 
し、撮影した写真の
画面で「写真を使
用」をタッチ。 

「OK」を選択後、「スマートフォ
ン用議決権行使ウェブサイ
ト」へアクセスいただけます。

開催日時はGoogleカレンダーと連携しています。Googleカレンダーを利
用している方は簡単にスケジュール登録をすることができます。

開催場所の地図はGoogleマップと連動しています。

https://s.srdb.jp/6383/アクセスはこちら 

▲

Point 3

Point 4

写真を使用

再撮影 写真を使用

「ネットで招集」と連携！
議案の詳細については
こちらをご覧ください。

インターネット等による議決権行使のご案内
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議案および参考事項

定款一部変更の件第1号議案

（下線は変更部分を示します。）
現行定款 変更案

第16条（株主総会参考書類等のインターネット開示）
　当会社は株主総会参考書類、計算書類、連結計算書類（当該
連結計算書類に係る会計監査報告および監査報告を含む｡）およ
び事業報告に記載または表示すべき事項に係る情報を、法務省令
の定めるところにより、インターネットで開示することができる｡

（新設）

（削除）

第16条（電子提供措置等）
1. 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の

内容である情報について、電子提供措置をとるものとする。
2. 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定

めるものの全部または一部について、議決権の基準日まで
に書面交付請求した株主に対して交付する書面に記載し
ないことができる。

附則
第1条（電子提供措置等に関する経過措置）

1. 変更前定款第16条（株主総会参考書類等のインターネット開
示）の削除および変更後定款第16条（電子提供措置等）の新設
は、会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第70号）附則
第1条ただし書きに規定する改正規定の施行の日である2022
年9月1日（以下「施行日」という）から効力を生ずるものとする。

2. 前項の規定にかかわらず、施行日から6か月以内の日を株
主総会の日とする株主総会については、変更前定款第16
条はなお効力を有する。

3. 本附則は、施行日から6か月を経過した日または前項の株
主総会の日から3か月を経過した日のいずれか遅い日後
にこれを削除する。

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第1条ただし書きに規定する改正規定が2022年9月1日から施
行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。
（１）変更案定款第16条第1項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる旨を定めるものであります。
（2）変更案定款第16条第2項は、書面交付請求をした株主に交付する書面の、一部記載を省略するために設けるものであります。
（3）変更前定款第16条の株主総会参考書類等のインターネット開示に関する定めは不要になるため、これを削除するものであります。
（4）上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

［1］変更の理由

　変更の内容は、次のとおりであります。
［2］変更の内容

株主総会参考書類
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候補者
番　号 氏　　　　名 現在の当社における地位・主な担当 取締役会出席率

（出席回数）

1 下
げ し ろ

代 　 博
ひろし

 再 任 代表取締役社長　社長執行役員
経営全般

100%
（18回/18回）

2 本
ほ ん だ

田 修
し ゅ う い ち

一  再 任
取締役　専務執行役員
Daifuku North America Holding 
Company President & CEO

100%
（18回/18回）

3 佐
さ と う

藤 誠
せ い じ

治  再 任 取締役　常務執行役員
クリーンルーム事業部門長

100%
（18回/18回）

4 林
はやし

　 智
と し あ き

亮  再 任
取締役　常務執行役員
オートモーティブ・エアポート
事業部門長

100%
（18回/18回）

5 信
の ぶ た

田 浩
ひ ろ し

志  再 任 取締役　常務執行役員
イントラロジスティクス事業部門長

100%
（12回/12回）

6 小
お ざ わ

澤 義
よ し あ き

昭  再 任  社外取締役  独立役員 社外取締役 100%
（18回/18回）

7 酒
さ か い

井 峰
み ね お

夫  再 任  社外取締役  独立役員 社外取締役 94%
（17回/18回）

8 加
か と う

藤 　 格
か く

 再 任  社外取締役  独立役員   社外取締役
100%

（18回/18回）

9 金
か ね こ

子 圭
け い こ

子  再 任  社外取締役  社外取締役 100%
（18回/18回）

（注）1 当期間における取締役会は、定例取締役会12回、臨時取締役会６回の計18回開催しております。なお、信田浩志氏については、2021年6月25日就任後に
開催された取締役会および臨時取締役会を対象としております。

２ 候補者は、現在、当社の取締役であり、当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契
約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や
訴訟費用等が塡補されることとなります。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等
の職務の執行の適正性が損なわれないようにしています。なお、被保険者の全ての保険料を当社が全額負担しています。各取締役候補者の再任が承認された場
合、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとなります。なお、当社は、当該保険契約を任期途中に同様の内容で更新することを予定しています。

議案および参考事項

　本総会の終結のときをもって、取締役９名全員が任期満了となりますので、取締役９名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者選定の方針およびプロセスは、株主からの受託者責任を担う者として、人格・見識を考慮し、その職責と責任を
全うできる適任者を、諮問委員会（第106期は代表取締役社長１名と社外取締役４名で構成。議長は社外取締役）に諮った上で、
取締役会が最終的に決定しました。
　取締役候補者は次のとおりであります。社内取締役候補者５名は担当分野での豊富な経験を生かし、業績に寄与することが
期待されます。社外取締役候補者４名は他社での企業経営、財務・会計、法務・リスクマネジメント等の経験や知見を基に、経営
の透明性向上、ステークホルダーの利益擁護に貢献することが期待されます。

取締役9名選任の件第2号議案

7
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再　任

下
げ し ろ

代 　博
ひ ろ し

 （1958年６月１３日生）
所有する当社株式の数

11,300株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1
1983年 ４ 月 入社
2012年 ４ 月 執行役員、FA＆DA事業部営業本部長
2014年 ４ 月 常務執行役員、FA＆DA事業部門長
2015年 ４ 月 ＦＡ＆ＤＡ事業部長
2015年 6 月 取締役 常務執行役員
2016年 ４ 月 FA&DA事業部グローバル本部長
2018年 ４ 月 代表取締役社長 社長執行役員（現任）

（注） 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

［ 取締役候補者とした理由 ］
　下代博氏は、主力の一般製造業・流通業向けシステムで、国内外ともに豊富な経営経験と実績を
有しており、事業成長と企業業績向上に向けたグループ戦略の実現を図るとともに、グループ全体
の経営における意思決定に重要な役割を果たすことができ、当社取締役として適任であると判断
し、引き続き候補者といたしました。

8

R81 G72 B157
C80% M75% Y0% K0%

C0% M0% Y0% K80%
R89 G87 B87

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

添
付
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

010_0354601102206.indd   8010_0354601102206.indd   8 2022/05/25   16:06:152022/05/25   16:06:15



再　任

本
ほ ん だ

田 修
し ゅ う い ち

一 （1957年１月８日生）
所有する当社株式の数

10,900株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1979年 4 月 株式会社第一勧業銀行入行
2006年 3 月 株式会社みずほコーポレート銀行執行役員業務管理部長、コーポレートバンキングユ

ニット統括役員付コーポレートオフィサー、ヒューマンリソースマネジメント部審議役
2011年 6 月 同社常務取締役企画グループ統括役員、リスク管理グループ統括役員、事務グループ

統括役員
2012年 4 月 当社入社 顧問
2013年 6 月 取締役 常務執行役員、本社部門長、CSR本部長、BCP推進本部長
2014年 4 月 取締役 専務執行役員（現任）、グローバル戦略企画室長
2015年 4 月 経営企画本部長、ABH事業部門長
2016年 4 月 ATec事業部門長
2018年10月 ATec事業部長
2020年 4 月 Daifuku North America Holding Company President and CEO（現任）

■重要な兼職の状況
　Daifuku North America Holding Company President and CEO

2

［ 取締役候補者とした理由 ］
　本田修一氏は、メガバンクの経営にも携わった国際的で幅広い経験と実績を基に、経営戦略構
築、空港向けシステム事業を担当し、2020年４月より北米現地法人のトップを務めており、当社取締
役として適任であると判断し、引き続き候補者といたしました。

（注） 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

株主総会参考書類

9
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再　任

佐
さ と う

藤 誠
せ い じ

治 （1960年１月１５日生）
所有する当社株式の数

42,700株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

3
1983年 ４ 月 入社
2008年 ４ 月 eＦＡ事業部半導体本部長
2010年 ６ 月 取締役
2011年 ６ 月 執行役員制度導入に伴い、常務執行役員
2015年 ４ 月 eＦＡ事業部門長、eＦＡ事業部長
2015年 6 月 取締役 常務執行役員（現任）
2020年 4 月 クリーンルーム事業部門長（現任）、クリーンルーム事業部長（現任）

［ 取締役候補者とした理由 ］
　佐藤誠治氏は、国内外を問わず、半導体工場・液晶工場向けシステムに関する豊富な経営経験と
実績を有しており、当社取締役として適任であると判断し、引き続き候補者といたしました。

（注） 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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再　任

林
は や し

　智
と し あ き

亮 （1958年11月17日生）
所有する当社株式の数

3,800株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

4
1981年 4 月 入社
2013年 4 月 執行役員　AFA事業部生産本部長
2016年 4 月 大福（中国）自動化設備有限公司董事長
2020年 4 月 常務執行役員

オートモーティブ事業部門、オートモーティブ事業部長
2020年 ６ 月 取締役 常務執行役員（現任）
2021年 4 月 オートモーティブ・エアポート事業部門長（現任）
2022年 4 月 滋賀事業所長（現任）

（注）候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

［ 取締役候補者とした理由 ］
　林智亮氏は、当社および海外子会社で自動車工場向けシステムに関する豊富な経営経験と実績
を有しており、当社取締役として適任であると判断し、候補者といたしました。

株主総会参考書類

11
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信
の ぶ た

田 浩
ひ ろ し

志 （1960年３月１日生）
所有する当社株式の数

7,800株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1982年 ４ 月 入社
2007年 ４ 月 FA&DA事業部 生産本部 ＥＧ部長
2012年 ４ 月 執行役員 FA&DA事業部 プロジェクト本部長 
2013年 ４ 月 執行役員 Daifuku North America Holding Company Executive Vice President
2019年 ４ 月 常務執行役員 FA&DA事業部グローバル本部長
2020年 ４ 月 常務執行役員 イントラロジスティクス事業部長（現任）、

イントラロジスティクス事業部グローバル本部長
2021年 ４ 月 常務執行役員 イントラロジスティクス事業部門長（現任）
2021年 ６ 月 取締役 常務執行役員（現任）

5

再　任

［ 取締役候補者とした理由 ］
　信田浩志氏は、当社および海外子会社でエンジニアリングを中心に一般製造業・流通業向けシステ
ムに関する豊富な経営経験と実績を有しており、当社取締役として適任であると判断し、候補者といた
しました。

（注） 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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社外取締役在任年数
8年

小
お ざ わ

澤 義
よ し あ き

昭 （1954年５月31日生）
所有する当社株式の数

─ 株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1978年 7 月 プライスウォーターハウス会計事務所大阪事務所入所
1979年10月 監査法人中央会計事務所大阪事務所入所
1982年 8 月 公認会計士登録
1985年10月 クーパース・アンド・ライブランド ニューヨーク事務所出向
1990年 7 月 米国公認会計士登録
1995年 7 月 中央新光監査法人代表社員
2005年 7 月 日系企業全米統括パートナー（PricewaterhouseCoopers NewYork事務所）
2007年 7 月 あらた監査法人入所（現　PwCあらた有限責任監査法人）
2008年 1 月 同監査法人代表社員
2009年 4 月 関西大学会計専門職大学院特任教授
2012年 4 月 桃山学院大学経営学部教授（現任）
2012年 9 月 あらた監査法人退所（現　PwCあらた有限責任監査法人）
2014年 6 月 当社社外取締役（現任）
2018年 4 月 桃山学院大学キャリアセンター長
2018年 6 月 大同生命保険株式会社社外監査役（現任）
2019年 6 月 酒井重工業株式会社補欠取締役（監査等委員）
2020年 4 月 桃山学院大学大学院経営学研究科長
2021年12月 株式会社アンデレパートナーズ代表取締役（現任）
2022年 3 月 関西学院大学より博士（商学）学位授与
■重要な兼職の状況
　桃山学院大学経営学部教授、大同生命保険株式会社社外監査役、株式会社アンデレパートナーズ代表取締役

6

再　任

［ 社外取締役候補者とした理由および期待される役割 ］
　小澤義昭氏は財務および会計に関する相当程度の知見、海外駐在の経験を生かし、大学教授として
会計学を教えています。取締役会において、豊富な経験と幅広い見識から経営の透明性確保と経営への
監視・監督機能を高めるため、かつ、グローバル化を進める当社グループにあって、専門的見地からの助
言・提言を行っております。また、諮問委員会では、独立した客観的な立場から、会社の業績等の評価を役
員の指名・報酬に反映させるなど、経営陣の監督に努めています。

［ 独立性 ］
１．小澤義昭氏は当社の定める独立性判断基準（22ページ）をすべて満たしています。同氏は当社の会
計監査人であるあらた監査法人（現　PwCあらた有限責任監査法人）の代表社員でしたが、2012
年９月に同監査法人を退所し、その後、当社とは一切取引がありません。

２．当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定し、同取引所に届け出ています。
同氏が原案どおり再任された場合には、引き続き独立役員となる予定です。

（注） 1 候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
2 同氏は現在、当社の社外取締役であり、同氏との間で、当社定款第27条の規定に基づき、損害賠償責任の限度額を法令で定める
額とする責任限定契約を締結しております。同氏が再任された場合、当社は同氏との間の上記責任限定契約を継続する予定です。

社外取締役
独立役員

株主総会参考書類
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酒
さ か い

井 峰
み ね お

夫 （1951年5月13日生）
所有する当社株式の数

─ 株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1974年 4 月 兼松江商株式会社入社
1997年 ４ 月 兼松株式会社財務部長
2004年 ４ 月 兼松株式会社執行役員財経部長
2004年 ６ 月 兼松エレクトロニクス株式会社取締役
2005年 ６ 月 兼松エレクトロニクス株式会社常務取締役
2008年 ４ 月 兼松エレクトロニクス株式会社取締役副社長
2014年 ４ 月 兼松エレクトロニクス株式会社代表取締役会長
2016年 ４ 月 兼松エレクトロニクス株式会社代表取締役会長最高経営責任者（CEO）
2018年 ４ 月 兼松エレクトロニクス株式会社取締役相談役
2018年 4 月 ケー･イー・エルテクニカルサービス株式会社監査役
2018年 4 月 日本オフィス･システム株式会社監査役
2018年 4 月 株式会社i-NOS監査役
2018年 6 月 当社社外取締役（現任）
2019年 6 月 兼松エレクトロニクス株式会社顧問

7

［ 社外取締役候補者とした理由および期待される役割 ］
　酒井峰夫氏は、IT系企業で代表取締役会長最高経営責任者を務めるなど、企業経営における豊富な
経験と幅広い見識を有しており、取締役会において、豊富な経験と幅広い見識から経営への透明性確保
と経営監視・監督機能を高めるため、助言・提言を行っています。また、諮問委員会では、独立した客観的
な立場から、会社の業績等の評価を役員の指名・報酬に反映させるなど、経営陣の監督に努めています。

［ 独立性 ］
１．酒井峰夫氏は当社の定める独立性判断基準（22ページ）をすべて満たしています。同氏が所属する
兼松エレクトロニクス株式会社と当社の間には、情報・通信に関する取引があるものの、その取引額
は同社および当社のいずれにおいても連結売上高の１％未満です。また、当社および同社ともに双方
の株式は保有していません。兼松エレクトロニクス株式会社は、兼松株式会社の上場子会社ですが、
当社と兼松株式会社の間の取引も同様に僅少であり、当社が保有していた兼松株式会社の株式は
すべて2020年度内に売却しています。

２．当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定し、同取引所に届け出ています。
同氏が原案どおり再任された場合には、引き続き独立役員となる予定です。

（注） 1 候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
2 同氏は現在、当社の社外取締役であり、同氏との間で、当社定款第27条の規定に基づき、損害賠償責任の限度額を法
令で定める額とする責任限定契約を締結しております。同氏が再任された場合、当社は同氏との間の上記責任限定契
約を継続する予定です。

社外取締役
独立役員

社外取締役在任年数
4年

再　任
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社外取締役在任年数
3年

再　任

加
か と う

藤　格
か く

 （1954年10月24日生）
所有する当社株式の数

─ 株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1978年 4 月 三井物産株式会社入社
2008年 ４ 月 三井物産株式会社法務部長
2011年 ４ 月 三井物産株式会社理事法務部長
2012年 ４ 月 三井物産株式会社執行役員内部監査部長
2015年 ４ 月 三井石油開発株式会社執行役員CCO （Chief Compliance Officer）・内部統制、

HSE部担当
2016年 ６ 月 三井石油開発株式会社常務執行役員CCO・内部統制、人事総務部・HSE部担当
2018年 ６ 月 三井石油開発株式会社顧問
2019年 ６ 月 当社社外取締役（現任）
2020年 ４ 月 立教大学法学部客員教授（現任）
■重要な兼職の状況
　立教大学法学部客員教授

8

［ 社外取締役候補者とした理由および期待される役割 ］
　加藤格氏は、商社やエネルギー開発企業で執行役員を務めるなど、企業経営、特に安全・ESG、さら
にコンプライアンスおよび内部統制分野における豊富な経験と幅広い見識を生かし、大学で法学を研
究しています。取締役会において、企業法務に関する視点から経営への透明性確保と経営監視・監督
機能を高めるため、助言・提言を行っています。また、諮問委員会では、独立した客観的な立場から、会
社の業績等の評価を役員の指名・報酬に反映させるなど、経営陣の監督に努めています。

［ 独立性 ］
１．同氏は当社の定める独立性判断基準（22ページ）をすべて満たしています。 同氏が所属する立教大学
と当社との間に取引関係はありません。

２．当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定し、同取引所に届け出ています。
同氏が原案どおり再任された場合には、引き続き独立役員となる予定です。

（注） 1 候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
2 同氏は現在、当社の社外取締役であり、 当社は同氏との間で、当社定款第27条の規定に基づき、損害賠償責任の限度
額を法令で定める額とする責任限定契約を締結しております。同氏が再任された場合、当社は同氏との間の上記責任
限定契約を継続する予定です。

社外取締役
独立役員

株主総会参考書類
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金
か ね こ

子 圭
け い こ

子 （1967年11月11日生）
所有する当社株式の数

─ 株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1991年 4 月 三菱商事株式会社入社
1999年 ４ 月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
1999年 ４ 月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業入所
2007年 １ 月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業パートナー（現任）
2007年 ４ 月 東京大学法科大学院客員准教授
2012年11月 株式会社ファーストリテイリング社外監査役（現任）
2012年11月 株式会社ユニクロ監査役（現任）
2013年 ６ 月 株式会社朝日新聞社社外監査役（現任）
2019年 ６ 月 当社社外取締役（現任）
■重要な兼職の状況
　アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業パートナー、
　株式会社ファーストリテイリング社外監査役
　株式会社ユニクロ監査役、株式会社朝日新聞社社外監査役

9

［ 社外取締役候補者とした理由および期待される役割 ］
　金子圭子氏は、商社での実務経験や大学院准教授の経験を有し、弁護士として企業買収、会社の取引
や経営、資源エネルギー規制等の分野で活躍。取締役会において、専門的見地から経営への透明性確保
と経営監視・監督機能を高めるため、助言・提言を行っています。また、諮問委員会では、独立した客観的
な立場から、会社の業績等の評価を役員の指名・報酬に反映させるなど、経営陣の監督に努めています。

［ 独立性 ］
１．金子圭子氏は当社の定める独立性判断基準（22ページ）をすべて満たしています。同氏が所属する
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業とは、当社から個別案件を業務委託することは
ありますが、顧問契約は結んでおらず、その取引額は同事務所および当社のいずれにおいても連結
売上高の１％未満です。

２．同事務所の方針により、東京証券取引所の定めに基づく独立役員としての指定は行いませんが、
東京証券取引所が定める独立役員の要件及び当社が定めた独立性判断基準はすべて満たしてお
り、当社としては独立性が十分確保されているものと判断しています。

（注） 1 候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
2 同氏は現在、当社の社外取締役であり、 当社は同氏との間で、当社定款第27条の規定に基づき、損害賠償責任の限度
額を法令で定める額とする責任限定契約を締結しております。同氏が再任された場合、当社は同氏との間の上記責任
限定契約を継続する予定です。

社外取締役

社外取締役在任年数
3年

再　任
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　本総会の終結のときをもって、監査役 木村義久氏ならびに宮島司氏が任期満了となりますので、監査役２名の選任をお
願いするものであります。
　監査役候補者選定の方針およびプロセスは、株主からの受託者責任者を担う者として、その職責と責任を全うできる適
任者を諮問委員会に諮り、監査役会の同意を得た上で取締役会が決定いたしました。
　また、監査役候補者には財務・会計に関する適切な知見を有している者を１名以上選定しております。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

監査役2名選任の件第3号議案

候補者
番　号 氏　　　　名 現在の当社における地位 取締役会および

監査役会出席回数

1 齊
さ い と う

藤 　 司
つかさ

監査役員、監査役付
取締役会 94%
（17回/18回）
監査役会 100%
（8回/8回）

2 宮
み や じ ま

島 　 司
つかさ

社外監査役
取締役会 100%
（18回/18回）
監査役会 100%
（8回/8回）

社外監査役

新 任

再 任

（注） 1 当期間における取締役会は、定例取締役会12回、臨時取締役会６回で合計18回、監査役会は８回開催しております。
2 候補者は、現在、当社の監査役および監査役員であり、当社は、候補者が被保険者に含まれる会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険
契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損
害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が塡補されることとなります。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違
法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにしています。なお、被保険者（候
補者）の全ての保険料を当社が全額負担しています。候補者の選任が承認された場合、候補者は引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとな
ります。なお、当社は、当該保険契約を任期途中に同様の内容で更新することを予定しています。 

独立役員

株主総会参考書類
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［ 監査役候補者とした理由 ］
　齊藤司氏は、財務・経理部門での豊富な実務経験が有り、財務・会計に関する相当程度の知見を有
しております。中国現地法人の経営に携わるなど海外での経験も豊富です。また監査役員監査室長と
して、監査役の職務の補助に当たってきました。監査役員は執行役員と同格であり、取締役会にも出
席します。当社グループの業務に精通しており、監査機能を一層高めるための助言・提言をいただけ
る監査役として重要な人物であり、当社監査役として適任であると判断し、候補者といたしました。

所有する当社株式の数
1,000株

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1986年 4 月 入社
2007年 4 月 中国現法統括室長
2010年 4 月 大福（中国）有限公司 董事 兼 総経理
2013年 1 月 本社部門 財経本部 財務部長
2014年 4 月 本社部門 財経本部長
2020年 4 月 監査役員 監査役室長
2022年 4 月 監査役員 監査役付（現任）

齊
さ い と う

藤　司
つ か さ

 （1964年3月４日生）1

（注） 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

新　任
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再　任

所有する当社株式の数
─ 株

略歴、地位および重要な兼職の状況

［ 社外監査役候補者とした理由 ］
　宮島司氏は、法律を専門とする大学教授で、学識経験者としてまた法律の専門家としての高い見
識と幅広い経験から経営の透明性確保と経営監視・監査機能を高めるための助言・提言をいただく
ため、監査役としてのご就任をお願いするものであります。同氏は、社外取締役または社外監査役
となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記理由により、社外監査役と
しての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。また、同氏は、当社が定めた独立性
判断基準（22ページ）を満たしており、当社としては独立性が十分確保されているものと判断して
おります。当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定し、同取引所に届け出て
おります。同氏が原案どおり再任された場合には、引き続き独立役員となる予定であります。

1980年 4 月 慶應義塾大学法学部専任講師
1990年 4 月 慶應義塾大学法学部教授
2003年 4 月 弁護士登録 第二東京弁護士会所属（現任）
2004年 4 月 慶應義塾大学大学院法務研究科教授
2009年 3 月 ヒューリック株式会社社外取締役（現任）
2013年10月 独立行政法人鉄道建設･運輸施設整備支援機構資産処分審議会会長（現任）
2014年 6 月 大日本印刷株式会社社外取締役（現任）
2014年 6 月 株式会社ミクニ社外監査役（現任）
2015年 6 月 三井住友海上火災保険株式会社社外取締役
2016年 4 月 慶應義塾大学名誉教授（現任）
2016年 4 月 朝日大学法学部・大学院法学研究科教授（現任）
2018年 6 月 当社社外監査役（現任）
■重要な兼職の状況　
　朝日大学法学部・大学院法学研究科教授
　独立行政法人鉄道建設･運輸施設整備支援機構資産処分審議会会長
　ヒューリック株式会社社外取締役
　大日本印刷株式会社社外取締役
　株式会社ミクニ社外監査役

宮
み や じ ま

島 　司
つ か さ

 （1950年８月23日生）2 社外監査役
独立役員

社外監査役在任年数
4年

（注） 1 候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2 同氏は現在、当社の社外監査役であり、当社は同氏との間で、当社定款第35条の規定に基づき、損害賠償責任の限度
額を法令で定める額とする責任限定契約を締結しております。同氏が再任された場合、当社は同氏との間の上記責任
限定契約を継続する予定です。

株主総会参考書類
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〔ご参考〕 コーポレートガバナンス・コードへの対応（スキル・マトリックス）

　当社は、経営環境の変化や当社グループにおける経営方針・経営計画等を考慮して、専門性や経験、多様性等の
面から最適な取締役会の構成を検討しています。
　本招集ご通知の候補者を原案どおりすべてご選任いただいた場合の取締役会のスキル・マトリックスは以下のよ
うになり、９名中４名（44%）が独立性を有する予定です。

株主総会終結後の取締役会のスキル・マトリックス（予定）

候補者
番号 氏　名

専門性・経験 多様性

企業
経営 テクノロジー 財務・

会計
法務・
リスク

マネジメント

営業
マーケ
ティング

グローバル ESG 独立性 性別 年齢 主な経歴

1 下 代 　 博 ● ● ● ● ● 男性 64 当社グループ

2 本 田 修 一 ● ● ● ● ● 男性 65 当社グループ・銀行

3 佐 藤 誠 治 ● ● ● 男性 62 当社グループ

4 林 　 智 亮 ● ● ● 男性 63 当社グループ

5 信 田 浩 志 ● ● ● 男性 62 当社グループ

6 小 澤 義 昭 ● ● ● ○○ 男性 68
会計事務所・大学・企業社外
監査役および補欠取締役
（監査等委員会）

7 酒 井 峰 夫 ● ● ● ● ○○ 男性 71 商社・IT企業

8 加 藤 　 格 ● ● ● ● ○○ 男性 67 商社・エネルギー開発企業・
大学

9 金 子 圭 子 ● ● ● ○○ 女性 54 商社・大学・法律事務所・
企業監査役および社外取締役

（注） 1 番号は候補者番号です。
2 各人の有するスキルのうち主なもの最大５つに「●」印をつけています。
3 上記一覧表は、各人の有するすべての知識・経験・能力等を表すものではありません。
4 年齢は本総会終結時の満年齢です。
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[ご参考]コーポレートガバナンス・コードへの対応（基本的方針）

　当社グループは、2021年６月のコーポレートガバナンス・コードの改訂に伴い、「ダイフクグループのコーポレート・
ガバナンスに対する基本的方針」を策定しました。また同コード全83項目に対する取り組み状況をまとめました。詳細は、
以下ウェブサイトでご覧いただけます。
https://www.daifuku.com/jp/ir/policy/governance/ 

東京証券取引所が求めるコード改訂の主なポイントと当社の対応状況（▶は当社の対応）
１．取締役会の機能発揮
独立社外取締役を３分の１以上選任
▶44%（９名中４名）
指名委員会・報酬委員会の設置（委員会の過半数に独立社外取締役を選任）
▶任意の諮問委員会（指名・報酬）を設置。106期は社外取締役4名と代表取締役1名で構成し、議長は社外
取締役とした。（独立性については22ページを参照ください）

経営戦略に照らして取締役会が備えるべきスキル（知識・経験・能力）と、各取締役のスキルとの対応関係の公表
▶スキル・マトリックスの開示（20ページ）
他社での経営経験を有する経営人材の独立社外取締役への選任
▶２名選任

２．企業の中核人材における多様性の確保
管理職における多様性の確保（女性・外国人・中途採用者の登用）の考え方と測定可能な自主目標の設定
▶女性管理職登用の目標：30名（2023年４月１日時点）
外国籍従業員の状況：定期採用者外国籍比率8.6%（2022年度）

外国籍管理職数４名（2022年4月1日時点）
キャリア採用者の状況：キャリア採用者比率44.3%（〃）、管理職のキャリア採用者比率36.2%（〃）

今後も多様な人材の確保に努めていきます。
３．サステナビリティを巡る課題への取組み
TCFD又はそれと同等の国際的枠組みに基づく気候変動開示の質と量を充実
▶TCFD提言への賛同を表明（2019年）
サステナビリティについて基本的な方針を策定し自社の取組みを開示
▶気候変動に係るリスク及び機会が事業活動や収益等に与える影響についての情報を開示（2020年）。
ダイフク環境ビジョン2050（2030年までの重点領域と目標）の公表

４．上記以外の主な課題
議決権電子行使プラットフォームの利用と英文開示の促進
▶議決権電子行使プラットフォームは活用中。決算短信、決算説明資料、コーポレート・ガバナンス報告書、
招集通知、適時開示、統合報告書などを英文で開示

○政策保有株式　2021年3月末の政策保有株式のBS計上額は133.7億円となり、純資産に占める比率は5.1%で、引き続き減少傾向にあります。
○上場子会社　上場子会社として株式会社コンテックを有していましたが、公開買付け等を実施し、同社は2022年4月28日をもって上場廃止となりました。

これにより、当社グループに上場子会社はありません。

株主総会参考書類
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〔ご参考〕 社外取締役および社外監査役の独立性判断基準

　当社は下記第1条から第5条のいずれにも該当しないことを社外取締役および社外監査役の独立性判断基準と
する。

第1条
　最近3年間において、以下のいずれかに該当する者
（1） 当社の主要な取引先となる企業等、または当社を主要な取引先とする企業等（※1）の業務執行者 
（2） 当社もしくはその子会社と顧問契約を結ぶ法律事務所の弁護士であって、当社の法律事務を実際に担当し

ていた者、または当社もしくは子会社の会計監査人もしくは会計参与であった公認会計士（もしくは税理
士）もしくは監査法人（もしくは税理士法人）の社員、パートナーもしくは従業員であって、当社の監査業務を
実際に担当していた者

（3） 上記第（2）項に該当しない弁護士、公認会計士、または税理士であって、当社から役員報酬以外に多額（※
2）の金銭その他の財産を直接に受け取り、専門的サービス等を提供する者

（4） 当社の主要株主（※3）である企業等の役員および従業員 

第2条
　当社の子会社において現に業務を執行する役員および従業員である者、またはその就任前10年間において同
様である者

第3条
　当社から一定額（※4）を超える寄付または助成を受けている組織（公益財団法人、公益社団法人、非営利法人
等）の業務執行に当たる理事その他の業務執行者

第4条
　上記第1条から第3条のいずれかに該当する者の配偶者または二親等内の親族もしくは同居の親族に当たる者

第5条
　上記第1条から第4条で定めるところに該当しない者であっても、当社との関係で実質的な利益相反のおそれが
あると認められる者

（注）
※1 ： 当社が直近事業年度における当社の年間連結総売上高の2％以上の支払いを受けた取引先、または取引先のうち直近事業年度における当

該取引先の年間連結総売上高の2％以上の支払いを当社より受けているもののこと
※2 ： 過去3事業年度の平均で年間1,000万円以上のこと
※3 ： 議決権所有割合10％以上の株主のこと
※4 ： 過去3事業年度の平均で年間1,000万円以上または当該組織の平均年間総費用の30％のいずれか大きい額のこと 

以　上 22
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　当連結会計年度における世界の経済は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大による経済活動の停滞から再開が進み、
総じて緩やかな回復が続きました。一方で、変異株による新
型コロナウイルス感染症の再拡大、原材料・エネルギー価格
の高騰、一部地域における人件費の上昇、部材の調達難に
よる生産や売上進行遅延などのリスクが顕在化し、先行き
不透明な状況が続いています。
　このような事業環境のもと、当社グループの受注は旺盛
な設備投資意欲に支えられ、国内は一般製造業・流通業向
けシステムが、アジアは半導体・液晶生産ライン向けシステ
ムが大きく伸長しました。売上も、豊富な前期末受注残高を
ベースに前期を上回る水準で推移しました。

　この結果、受注高は5,890億69百万円（前年同期比
30.6％増）、売上高は5,122億68百万円（同8.1％増）とな
り、受注高・売上高ともに過去最高となりました。
　利益面では、海外の自動車生産ライン向けシステムの大
型案件で追加コストを計上した影響があったものの、国内
の一般製造業・流通業向けシステムがけん引し、全体として
は順調に推移しました。
　この結果、営業利益は502億52百万円（同12.8％増）、
経常利益は512億53百万円（同11.8％増）、親会社株主に
帰属する当期純利益は358億77百万円（同10.8％増）とな
りました。

1. 企業集団の現況に関する事項

受 注 高 5,890億69百万円（前年同期比30.6％増）

売 上 高 5,122億68百万円（前年同期比8.1％増）

営 業 利 益 502億52百万円（前年同期比12.8％増）

経 常 利 益 512億53百万円（前年同期比11.8％増）
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 358億77百万円（前年同期比10.8％増）

R O E 13.1%（前年同期13.2％）

○2022年3月期連結業績

［1］事業の経過及びその成果

事業報告（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

［添付書類］
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〔新型コロナウイルス感染症の影響〕
　前述のとおり、日本をはじめ各国で経済活動の正常化が
進んだことにより、大きな影響は受けませんでした。

〔原材料費、輸送費等の高騰の影響〕
　当社グループでは、前期より在庫の積み増し、早期発注
による部材の確保などに努めてきました。また、お客さまの
近くで大部分を生産する現地化（ローカル化）を進めてお
り、大きな影響は受けませんでした。

　ただし、これらの供給制約は長期化することも見込まれ、
コストダウンを含む生産改革手法を全社横断的に深化さ
せ、さらなる生産性向上等でカバーしていきます。

〔ロシアのウクライナ侵攻の影響〕
　株式会社ダイフクはロシアのサンクトペテルブルクに拠
点を設置していますが、過去に納入したシステムの保守・
メンテナンスが中心業務です。売上規模は極めて小さく、
今後も含めた当社グループの業績への影響は限定的です。
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●業績の推移

9.1％ 9.4％ 9.8％

11.9％

9.9％

10.5%

2018年
3月期

4,049億円

2019年
3月期

4,594億円

2021年
3月期

2022年
3月期

2020年
3月期

4,436億円 4,739億円
5,122億円

2024年
3月期

6,000億円

売上高

Value Innovation 2020 Value Transformation 2023

Value Innovation 2020 目標

売上高 ……………… 5,000億円
営業利益率……………… 11.5%
ROE …… 10%以上を安定維持

Value Transformation 2023 目標

売上高営業利益率
（2022年5月修正後計画）
売上高 ………………………6,000億円
営業利益率………………………10.5%
ROE ……………10%以上を安定維持
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セグメントごとの業績
　セグメントごとの業績は次のとおりです。受注・売上は外部顧客への受注高・売上高を、セグメント利益は親会社株主に帰属
する当期純利益を記載しています。

　一般製造業・流通業向けシステム、半導体・液晶生産ラ
イン向けシステム、自動車生産ライン向けシステムのいず
れも受注は大きく伸び、売上は前期末受注残高をベースに
順調に推移しました。
　セグメント利益は、一般製造業・流通業向けシステムが
けん引し増益となりました。
　この結果、受注高は2,624億94百万円（前年同期比
42.5％増）、売上高は2,250億57百万円（同12.9％増）、
セグメント利益は286億52百万円（同10.0％増）となりま
した。

産業用コンピュータ製品
　日本市場では、企業の設備投資が回復傾向にあること
から、売上は堅調に推移しました。一方、米国市場は、上半
期に低調だった主力の医療機器業界や空港セキュリティ
関連業界向けの販売に回復の兆しが見られたものの、前
期の実績には及びませんでした。
IoT機器製品
　企業の設備投資が回復していることを受けて、工場の
生産ライン等で利用される計測制御用ボードをはじめとし
た製品の販売が増加しました。
ソリューション製品
　自動車関連業界の設備投資が緩やかながら回復している
ものの、関連システムの販売は減少しました。一方、サービス
関連の売上が堅調に推移し、全体として売上はほぼ横ばい
の水準となりました。
　セグメント利益は、部品価格上昇の影響を受けましたが、
構造改革の進展に伴う費用削減などにより増益となりました。
　この結果、受注高は196億6百万円（前年同期比27.8％
増）、売上高は157億98百万円（同2.7％減）、セグメント利益
は12億29百万円（同5.0％増）となりました。

●売上高
（億円）
2,500

1,250

0

350

280

210

140

70

0

●セグメント利益
（億円）

2,250

2021年
3月期

2022年
3月期

2861,993 260

2021年
3月期

2022年
3月期

●売上高
（億円）
180

120

60

0

15

10

5

0

●セグメント利益
（億円）

157

2021年
3月期

2022年
3月期

12162
11

2021年
3月期

2022年
3月期

事業報告

コンテックグループ株式会社ダイフク1 2
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　受注は、半導体メーカーの旺盛な投資により前期を上
回り、売上は前期末受注残高をベースに底堅く推移しま
した。
　この結果、受注高は367億79百万円（前年同期比18.3
％増）、売上高は286億71百万円（同6.2％減）、セグメント
利益は20億97百万円（同24.9％減）となりました。

　米国では経済活動の正常化が進みました。受注は、一般
製造業・流通業向けシステムは前期の実績には及ばなかっ
たものの、半導体生産ライン向けシステム、自動車生産ラ
イン向けシステムが順調に推移し、空港向けシステムは前
期並みで推移しました。
　売上は、前期に大型案件の売上を計上した自動車生産
ライン向けシステムの反動減があったものの、一般製造
業・流通業向けシステム、空港向けシステムは前期末受注
残高をベースに好調に推移し、半導体生産ライン向けシス
テムも順調に推移しました。
　セグメント利益は、自動車生産ライン向けシステムの大
型案件で労務費等の追加コストを計上した影響を受けた
ものの、一般製造業・流通業向けシステム、空港向けシス
テムの売上が大きく伸びたことなどから増益となりました。
　この結果、受注高は1,351億99百万円（前年同期比
13.2％増）、売上高は1,404億73百万円（同2.4％増）、セ
グメント利益は75億５百万円（同24.1％増）となりました。

●売上高
（億円）
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Daifuku North America Holding 
Company（DNAHC）グループ

Clean Factomation, Inc.
（CFI）3 4
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事業報告

●売上高
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23

2021年
3月期

2022年
3月期

その 他5 半期までは順調に推移しましたが、通期としては前期の実
績に届きませんでした。

　海外子会社：
　中国、台湾、韓国、タイ、インドなどに生産拠点があり、一
般製造業・流通業向けシステム、半導体・液晶生産ライン
向けシステムや自動車生産ライン向けシステムなど、それ
ぞれの事業におけるグローバルな最適地生産・調達体制
の一翼を担いつつ、販売・工事・サービスも行っています。
　また、北中米、アジア、欧州、オセアニアに販売・工事・サー
ビスを行う海外子会社を幅広く配置しています。
　受注は、中国や韓国等で前期に受注した大型案件の反
動減があったものの、半導体・液晶生産ライン向けシステ
ムが好調に推移したことなどにより、全体としては増加しま
した。売上は、前期末受注残高をベースに順調に推移しま
した。セグメント利益は、売上が増加したことにより増益と
なりました。
　この結果、受注高は1,349億87百万円（前年同期比33.6
％増）、売上高は1,048億65百万円（同17.0％増）、セグメン
ト利益は37億32百万円（同61.7％増）となりました。

 「その他」は、当社グループを構成する連結子会社69社
のうち、上記②③④以外の国内外の子会社です。これらの
各社は、マテリアルハンドリングシステム・機器、洗車機の
製造や販売等を行っています。主な子会社の状況は、次の
とおりです。
　国内子会社：
　株式会社ダイフクプラスモアは、サービスステーション、
カーディーラー向けの洗車機、トラック・バス用の大型洗車
機、及び関連商品の販売等を行っています。販売台数は上

27
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　中計の最終年度（2024年３月期）の経営目標は以下の
とおりです。連結売上高については、特に一般製造業・流
通業向けシステム、半導体・液晶生産ライン向けシステム
が好調に推移していることから見直しました。詳細につき
ましては、2022年５月13日に開示しました『中期経営計画
「Value Transformation 2023」経営目標の修正に
関するお知らせ』をご覧ください。なお、（）内は当連結会計
年度の実績です。　
・連結売上高6,000億円（5,122億円）
・営業利益率10.5％（9.8％）
・ROE（自己資本当期純利益率）10％以上（13.1％）
・連結配当性向：2022年３月期～2024年３月期の３カ
年の平均で30％以上（31.6％）

　また、当社グループでは、中計と「サステナビリティアク
ションプラン」を経営戦略の両輪と位置付け、事業活動を
通じて持続可能な社会の実現に貢献してまいります。環境
面では、中計と併せて策定した「ダイフク環境ビジョン2050」
において、2050年に「マテリアルハンドリングシステムが
環境負荷ゼロで動く世界を目指す」を掲げ、2030年まで
の重点領域と目標を設定し、取り組んでいます。
　中計の詳細は、当社ウェブサイトの『新３カ年中期経営計画
「Value Transformation 2023」策定 他のお知らせ』
（2021年２月５日公表）を、ダイフク環境ビジョン2050は
『「ダイフク環境ビジョン2050」策定について』（2021年
２月５日公表）を、サステナビリティアクションプランは『「サス
テナビリティアクションプラン」の策定について』（2021年
４月１日公表）をご覧ください。
②経営環境
1）事業環境
　供給制約に伴うインフレと部材調達期間の長期化、欧米
における金利上昇、緊迫するウクライナ情勢の影響など、産

［2］設備投資等の状況
　当社グループが、当連結会計年度中において実施しまし
た設備投資等の額は、115億65百万円です。
　主にダイフク及び北米子会社における各工場生産設備
の維持更新等によるものです。

［3］資金調達の状況
　上記設備投資等にかかる資金は、自己資金で賄いました。

［4］対処すべき課題
①会社の経営の基本方針と中長期目標
　当社は、事業環境や社会環境の変化、デジタルトランス
フォーメーションやサステナビリティ経営といった時代の
要請に応えるため、2021年10月１日付で経営理念を
改定し、「モノを動かし、心を動かす。」としました。当社グ
ループの競争力の源泉であり、これまで長年培ってきた
「保管」「搬送」「仕分け・ピッキング」、すなわち「モノを動か
す技術」（マテリアルハンドリング）でお客さまへの提供価
値を変革し、健全で心豊かに生きられる社会の実現を目指
します。
　また、2021年４月からスタートした３カ年中期経営計画
「Value Transformation 2023」（以下、中計）では、ニュー
ノーマル（新常態）や、グローバルでの自動化ニーズの拡大と
いった当社グループを取り巻く環境の大きな変化を踏まえ、
DX2（DXスクエア）※を推進しています。
※DX2（DXスクエア）＝Digital Transformation×Daifuku Transformation

　通常のデジタルトランスフォーメーション（Digital 
Transformation＝DX）の推進だけでなく、ダイフク自身
も変革し（Daifuku Transformation）、お客さまをはじめ
とするステークホルダーへの提供価値を変革していくとい
うコンセプトです。
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事業報告

業界全般の先行きは見通し難い状況にあります。そのような
中、当社グループのお客さまは、「eコマースの拡大」「デジタ
ル化の進展」「EV車へのシフト」「空港のスマート化」をはじめ
とする事業環境の大きな変化や、人手不足という社会問題
にも直面しています。このため、当社グループが提供する
「スマート・ロジスティクス」への期待はますます高まってい
くものと確信しています。
2）競争環境
　マテリアルハンドリング市場の拡大に伴い、従来の欧米
メーカーに加え、中国などの新興メーカーが参入・成長して
きており、今後さらなる競争の激化が見込まれます。コンサ
ルティングから、ものづくり・据付・アフターサービスまでの
一貫体制、およびハードウエア・ソフトウエアの豊富なライ
ンアップを通じて、グローバルに最適・最良のシステムを提
供するという当社グループの強みに磨きをかけ、厳しい競
争に打ち勝ってまいります。

③優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
　中計の根幹となる事業ポートフォリオについては、従来
どおり、①一般製造業・流通業向けシステム、②半導体・
液晶生産ライン向けシステム、③自動車生産ライン向け
システム、④空港向けシステムの４つをコア事業とし、継
続的な発展を目指します。
　当連結会計年度は、グループ競争力をさらに強化する
ための事業間連携に取り組みました。既に実績のある一
般製造業・流通業向けシステムの生産改革手法を参考
に、半導体・液晶生産ライン向けシステムのコストダウン
に取り組み、順調に成果が出てきています。
　また、当連結会計年度を「ダイフクDX元年」（DX＝デジタ
ルトランスフォーメーション）として取り組んだ、グループ
全体のデジタル化については、エンジニアリング・設計
から製造、工事・サービス、さらには管理部門も含めた広
範囲の改革に拡大し、ペーパーレス化・電子化が進みま

（億円）

海外売上高比率
その他
欧州
アジア
北米
日本

海外合計

151
158

1,827

1,367

1,643

2022年3月期

3,320億円

65％

●地域別売上高の推移

162
92

1,550

996

1,634

2020年3月期

2,886億円

65％

135
133

1,639

1,389

1,440

2021年3月期

3,099億円

65％

152
128

1,276

991

2,046

2019年3月期

3,318億円

72％
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した。競争力の強化には生産性向上が不可欠であると
いう強い意識を持って、さらなるDX推進を図ってまいり
ます。
　当連結会計年度は過去最高の連結売上高を達成できた
一方で、一部の事業で追加コストが発生し、管理面での課
題を残しました。事業構造の見直しはもちろん、必要な改
革に着手し、今後の収益性の改善に繋げてまいります。
　当社グループの当連結会計年度の海外売上高比率は
65％となりました。中計最終年度の目標である売上高
6,000億円に向けた「生産能力の増強」「生産の現地化」
については、まず、2020年３月期に稼働を開始した北米
（Wynright Corporation）の新工場の稼働率が高まっ
ており、収益性も改善しています。また、2021年３月期
は中国（大福（中国）自動化設備有限公司、大福自動搬
送設備（蘇州）有限公司）、インド（Vega Conveyors 
and Automat ion Pr ivate L imited）の生産能力
増強に着手しました。そして、当連結会計年度は、北米
（Jerv is  B .  Webb Company）での空港向けシス
テムの生産能力を集約・強化するため、新工場の建設に
着手（2022年夏完成予定）しました。今後は国内（滋賀
事業所）、韓国（Clean Factomation, Inc.）などで
も、生産能力増強を含めた再開発等を進めていきます。
　さらに、2023年３月期については、新たに先端技術・
新規事業開発担当役員を設置し、先端技術と新規事業の
開発に注力します。自社での取り組みに加え、産学連携、
スタートアップ企業との連携も強化し、最先端の製品や
システムで競合との差異化を図り、新規事業を創出してい
く取り組みを推進していきます。
　また、「サステナビリティ」「コンプライアンス」「ガバナンス」
「安全」についても引き続き重要な課題であると捉えてい
ます。

1）サステナビリティ経営
　当社グループでは、中計と「サステナビリティアクションプラ
ン」を経営戦略の両輪と位置付けています。サステナビリティ
経営の推進組織としては、CEO（代表取締役社長）を委員長
とする「サステナビリティ委員会」を2020年４月に設置し、
その取り組み等については適宜、取締役会に報告しています。
 「サステナビリティアクションプラン」は、SDGsに沿って
「スマート社会への貢献」「製品・サービス品質の維持向上」
「経営基盤の強化」「人間尊重」「事業を通じた環境貢献」の
５つのテーマを設定し、それぞれのテーマに関連する18の
マテリアリティを特定するとともに、３カ年の行動計画をま
とめたものです。
　これに先立ち、2020年に「TCFD提言」に基づく気候変
動のリスクと機会の分析結果を、2021年２月には「ダイフ
ク環境ビジョン2050」を公表しました。
　2021年10月には、国連の「ビジネスと人権に関する指
導原則」に則り、「ダイフクグループ人権方針」を策定しま
した。今後はサステナビリティ委員会のもと、人権デューデ
リジェンスの体制づくりや実務の管理を行っていきます。
　人的資本への投資では、多様な人財マネジメント制度を
採用し、グローバルかつダイバーシティの観点で人財の
育成・登用に努めます。具体的な考え方と測定可能な自主目
標の設定、方針、実施状況については、2021年11月26日
に株式会社東京証券取引所（以下、東京証券取引所）に提出
した「コーポレート・ガバナンス報告書」に記載しています。
2）コンプライアンスの徹底・グループガバナンスの強化
　コンプライアンスはすべての事業活動の前提になるも
のです。単に法律を遵守すればいいということに止まら
ず、当社グループの今と未来を支えているのは、一人ひと
りの高い倫理観と責任ある行動であることを、教育・研修
などを通じグローバルベースで徹底していきます。
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　コーポレートガバナンスについては、当連結会計年度は
取締役９名中４名の社外取締役を選任しており、企業経営
経験者、財務・会計や法律の専門家、海外経験者、女性の
登用など取締役会の多様性を確保しています。
　2021年４月の「リスク・ガバナンス室」（現「ガバナンス
推進室」）新設に続き、2022年４月にCEO（代表取締役社
長）を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を設置しま
した。これらを通じ、全社的な視点でのリスクマネジメント
を強化していきます。

3）「安全専一」の徹底
　一人ひとりの社員が最大のパフォーマンスを発揮でき
る職場環境づくりに努めていくうえで、社員やその家族、
お客さま、お取引先の生命・健康・安全を確保することが
何よりも優先されます。「安全は、『第一』『第二』と相対
的な順位を付けるものではなく、絶対的なもの、『専一』
なものである」という意識をグローバルに浸透させ、引き
続き、グループ一体となって災害の撲滅に取り組んでい
きます。

主 要 製 品  

一般製造業・
流通業向け
システム

半導体・液晶
生産ライン向け

システム

自動車
生産ライン向け

システム

空港向け
システム

洗車機・
関連商品

電子機器

事業報告
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①企業集団の財産及び損益の状況の推移

［5］財産及び損益の状況の推移

区　分
2018年度（第103期） 2019年度（第104期） 2020年度（第105期） 2021年度（第106期）

当連結会計年度

受注高 503,399百万円 483,184百万円 451,065百万円 589,069百万円
売上高 459,486百万円 443,694百万円 473,902百万円 512,268百万円
経常利益 55,842百万円 40,976百万円 45,846百万円 51,253百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 39,567百万円 28,063百万円 32,390百万円 35,877百万円
総資産額 409,982百万円 410,887百万円 445,456百万円 483,322百万円
純資産額 222,885百万円 237,356百万円 262,012百万円 292,059百万円

１　株
当たり

純資産額 1,738円20銭 1,850円28銭 2,040円07銭 2,307円38銭
当期純利益 314円54銭 222円96銭 257円13銭 284円71銭

0

100,000

200,000

600,000

500,000

400,000

300,000

（単位：百万円）

100,000

200,000

300,000

0

10,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

0

7,000

42,000

35,000

28,000

21,000

14,000

0

140

70

420

280

350

0

500,000

500

1,000

1,500

0

2,500

2,000

（単位：百万円）（単位：円） （単位：円）

400,000

1株当たり当期純利益 1株当たり純資産
親会社株主に帰属する当期純利益

総資産
純資産

210

第106期 第106期

51,253

第106期

292,059292,059

第106期

284.71284.71

35,877

第104期 第105期

473,902

第104期

40,976

第105期

45,846

第103期

459,486

第103期

55,842

第104期

28,063

第104期

410,887410,887

237,356237,356

第105期

445,456

262,012262,012

第103期

409,982

222,885222,885

第103期

314.54314.54

39,567

第105期

257.13257.13

32,390
512,268

443,694

483,322

2,307.382,307.38

1,850.281,850.28
1,738.201,738.20 2,040.072,040.07

222.96222.96

（単位：百万円）
●売上高

（単位：百万円）
●経常利益 ●親会社株主に帰属する当期純利益・

　1株当たり当期純利益
●総資産・純資産

（ 　　　　　　　 ）2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで （ 　　　　　　　 ）2019年4月 1 日から

2020年3月31日まで （ 　　　　　　　 ）2020年4月 1 日から
2021年3月31日まで （ 　　　　　　　 ）2021年4月 1 日から

2022年3月31日まで

（注） 1 1株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づいて算出しています。
2  2016年度より「株式給付信託（BBT）」の導入に伴い、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を、１株当たり純資産額及び１株当
たり当期純利益の算定上控除する自己株式数に含めています。
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②当社の財産及び損益の状況の推移

（注） 1 １株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づいて算出しています。
2  2016年度より「株式給付信託（BBT）」の導入に伴い、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を、１株当たり純資産額及び１株当
たり当期純利益の算定上控除する自己株式数に含めています。

区　分
2018年度（第103期） 2019年度（第104期） 2020年度（第105期） 2021年度（第106期）

当事業年度

受注高 268,845百万円 257,328百万円 225,436百万円 321,592百万円
売上高 246,790百万円 243,400百万円 239,592百万円 266,460百万円
経常利益 39,026百万円 30,400百万円 36,811百万円 39,831百万円
当期純利益 33,760百万円 18,699百万円 26,039百万円 28,652百万円
総資産額 278,695百万円 277,107百万円 301,560百万円 330,068百万円
純資産額 179,719百万円 186,021百万円 204,574百万円 221,919百万円

１　株
当たり

純資産額 1,428円46銭 1,477円46銭 1,623円53銭 1,761円03銭
当期純利益 268円38銭 148円56銭 206円72銭 227円37銭

期末発行済株式総数 126,610千株 126,610千株 126,610千株 126,610千株

10,000

20,000

40,000

30,000

0

70,000

140,000

0

50,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

0

7,000

14,000

21,000

28,000

35,000

0

350,000

280,000

210,000

（単位：百万円） （単位：百万円）（単位：円） （単位：円）

0

160

80

240

320

400

400

800

0

2,000

1,600

1,200

39,831

第106期第106期 第106期第106期

28,652

330,068

221,919221,919

30,400

第104期第104期

243,400

39,026

第103期第103期

246,790

第104期第104期 第103期第103期

33,760

18,699

36,811

第105期第105期

239,592

第105期第105期

26,039

277,107

186,021186,021

301,560

204,574204,574
179,719179,719

278,695
266,460

1,761.031,761.03

227.37227.37
1,477.461,477.461,428.461,428.46

148.56148.56

268.38268.38

206.72206.72

1,623.531,623.53

1株当たり当期純利益 1株当たり純資産
当期純利益

総資産
純資産

（単位：百万円）
●売上高

（単位：百万円）
●経常利益 ●当期純利益・

  1株当たり当期純利益
●総資産・純資産

（ 　　　　　　　 ）2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで （ 　　　　　　　 ）2019年4月 1 日から

2020年3月31日まで （ 　　　　　　　 ）2020年4月 1 日から
2021年3月31日まで （ 　　　　　　　 ）2021年4月 1 日から

2022年3月31日まで
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①親会社の状況
　　該当事項はありません。
②重要な子会社の状況

［6］重要な親会社及び子会社の状況 （2022年３月31日現在）

　当企業集団は搬送・保管・仕分け・ピッキングシステム、電子機器等の製造・販売を主な事業とし、これに付帯する事業を
営んでいます。
　主要製品は次のとおりです。

［7］主要な事業内容 （2022年３月31日現在）

区 　 分 主 要 製 品

搬 送 シ ス テ ム

コ ン ベ ヤ シ ス テ ム チェンコンベヤシステム､フレキシブルドライブシステム
コンベイングフローシステム

モノレールシステム ラムラン、スペースキャリア、クリーンウェイ
コ ン ベ ヤ 付 帯 装 置 エンジンテストシステム、各種自動化装置
無 人 搬 送 車 ＦＡＶ、ＦＡＣ、ソーティングトランスビークル
空 港 向 け シ ス テ ム バゲージトレイシステム、チルトトレイソーター、ベルトコンベヤシステム

セルフ手荷物チェックインシステム、手荷物検査システム
仕 分 け・
ピッキングシステム

仕 分 け シ ス テ ム サーフィンソーター、サーフィンソーター ミニ
ピッキング システム デジタルピッキングシステム、ピッキングカートシステム

保 管 シ ス テ ム
自 動 倉 庫 ラックビルシステム、コンパクトシステム

ファインストッカー、シャトルラックＭ、クリーンストッカー
移 動 棚 ／ 流 動 棚 移動ラック、シャトルラックＬ
回 転 ラ ッ ク バーチカルカルーセル

電 子 機 器 インターフェイスボード、産業用コンピュータ、ネットワーク関連機器
省エネ・環境関連ソリューション

洗 車 機 関 連 洗車機、洗車機関連商品

会 社 名 資 本 金 当　社　の
議決権比率 主要な事業内容

株式会社コンテック 百万円
1,119 92.6％ コンピュータ、周辺機器及びソフトウエアの

製造・販売・アフターサービス

Daifuku North America Holding Company USD
2,010 100.0％ 物流システム等の製造・販売及びアフターサ

ービスを行う事業会社を保有する持株会社

Clean Factomation, Inc. 百万KRW
3,000 100.0％ クリーンルーム内搬送システムの販売・アフ

ターサービス
（注） 1 当社の連結子会社は上記３社を含め69社、持分法適用会社は１社です。

2  株式会社コンテックは、2022年３月23日に株式公開買付による追加取得を行い、当社の議決権比率は前連結会計年度の60.7％から増加しております。
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［8］主要な営業所及び工場 （2022年３月31日現在）
　

名称 所在地
本 社（本店） 大阪府大阪市
小牧事業所 愛知県小牧市
北海道支店 北海道札幌市
新潟支店 新潟県新潟市
藤沢支店 神奈川県藤沢市
静岡支店 静岡県静岡市
東海支店 愛知県豊田市
中国支店 広島県安芸郡

名称 所在地
滋賀事業所（工場） 滋賀県蒲生郡
東京支店 東京都港区
東北支店 宮城県仙台市
北関東支店 埼玉県草加市
名古屋支店 愛知県小牧市
北陸支店 石川県金沢市
大阪支店 大阪府大阪市
九州支店 佐賀県鳥栖市

名称 所在地
株式会社コンテック 大阪府大阪市
株式会社ダイフクプラスモア 東京都港区

名称 所在地
Daifuku North America Holding Company 米国
Daifuku Europe GmbH ドイツ
Daifuku Mechatronics（Singapore）Pte. Ltd. シンガポール
Daifuku Canada Inc. カナダ
台灣大福高科技設備股份有限公司 台湾
Daifuku （Thailand） Ltd. タイ
Daifuku Korea Co., Ltd. 韓国
Clean Factomation, Inc. 韓国
大福（中国）有限公司 中国
Daifuku Oceania Limited ニュージーランド

当　社

国内子会社

海外子会社

事業報告
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①企業集団の状況
　　従業員数　12,436名
②当社の状況

［9］従業員の状況 （2022年３月31日現在）

［10］主要な借入先 （2022年３月31日現在）

（注） 1 上記には出向社員133名（男性125名、女性８名）を含んでいません。
2 上記には他社からの当社への受入出向者４名（男性３名、女性１名）を含んでいます。
3 上記従業員の他に、臨時従業員432名（期中平均人員）を雇用しています。

借 　 入 　 先 借 入 金 残 高（百万円）
株式会社みずほ銀行 4,759
株式会社三井住友銀行 2,662
株式会社三菱UFJ銀行 2,292

区　　　　　分 男　　性 女　　性 合計または平均
従業員 2,800名 402名 3,202名
（前期末比増減） （140名増） （20名増） （160名増）
平均年齢 41.0歳 41.6歳 41.0歳
平均勤続年数 15.2年 14.4年 15.1年
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株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 19,383 15.4
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 8,783 7.0
株式会社みずほ銀行 4,117 3.3
株式会社三井住友銀行 3,570 2.8
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 3,354 2.7
ダイフク取引先持株会 3,054 2.4
日本生命保険相互会社 2,745 2.2
中央日本土地建物株式会社 2,690 2.1
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 2,588 2.1
J.P. MORGUN BANK LUXEMBOURG S.A. 381593 2,269 1.8

2. 会社の株式に関する事項（2022年３月３１日現在）
［1］ 発行可能株式総数 250,000,000株
［2］ 発行済株式の総数 126,610,077株 （自己株式486,370株を含む）
［3］ 株主数    23,150名 （注） 株主数は、前期末に比べ1,022名減少しました。
［4］ 大株主

（注）当社は、自己株式486,370株を保有していますが、持株比率は自己株式を控除して計算しています。なお、自己株式には「株式給付信託（BBT）」導入時に
設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式106,500株を含めていません。

（注） 1 「株式給付信託（BBT）」による交付です。
2 執行役員は60歳定年に達した段階で交付するという規定を設けています。
3 取締役を兼務する執行役員への交付はありませんでした。

当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

［5］当事業年度中に職務執行の対価として当社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役員に交付した株式の
状況

区分 株式数 交付対象者数
取締役（社外取締役を除く） － 株 － 名
執行役員 9,200株 ４名
合計 9,200株 ４名

事業報告
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　当社は、2016年６月24日開催の第100回定時株主総会の決議及びこれに基づく取締役会決議に基づき、当社取
締役及び執行役員（社外取締役を除く）を対象に、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意欲を高
めることを目的として、業績連動型の株式報酬制度である「株式給付信託（BBT）」を導入しています。

　該当事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
［1］当事業年度の末日において取締役及び監査役が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況

　該当事項はありません。

［2］当事業年度中に従業員等に職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　該当事項はありません。

［3］その他新株予約権等に関する重要な事項

［6］その他株式に関する重要な事項
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4. 会社役員に関する事項
［1］取締役及び監査役の氏名等 （2022年３月31日現在）

会社における地位 氏 　 　 名 担 当または重 要な兼職の状況

代表取締役社長
社 長 執 行 役 員 下　代　　　博 経営全般

取 締 役
専 務 執 行 役 員 本　田　修　一 Daifuku North America Holding Company 

President and CEO
取 締 役
常 務 執 行 役 員 佐　藤　誠　治 クリーンルーム事業部門長、クリーンルーム事業部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 林 　 智 亮 オートモーティブ・エアポート事業部門長、オートモーティブ事業部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 信 田 浩 志 イントラロジスティクス事業部門長、イントラロジスティクス事業部長

取 締 役 小　澤　義　昭
桃山学院大学経営学部教授
大同生命保険株式会社社外監査役
株式会社アンデレパートナーズ代表取締役

取 締 役 酒　井　峰　夫 －
取 締 役 加　藤　　　格 立教大学法学部客員教授

取 締 役 金　子　圭　子
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業パートナー
株式会社ファーストリテイリング社外監査役
株式会社ユニクロ監査役
株式会社朝日新聞社社外監査役

常 勤 監 査 役 木　村　義　久 －
監 査 役 相　原　亮　介 相原法律事務所代表

監 査 役 宮　島　　　司

朝日大学法学部・大学院法学研究科教授
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構資産処分審議会会長
ヒューリック株式会社社外取締役
大日本印刷株式会社社外取締役
株式会社ミクニ社外監査役

監 査 役 和　田　信　雄 －

事業報告
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（注） 1 取締役　信田浩志氏は2021年６月25日開催の第105回定時株主総会において新たに選任され就任しました。 
2 監査役　木村義久氏は経理部門での豊富な実務経験が有り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する者です。
3  取締役兼務者を除く執行役員及び監査役員は次の14名です。
 常務執行役員　岸田明彦氏、堀場義行氏、上本貴也氏、三品康久氏、田久保秀明氏
 執行役員　西村章彦氏、権藤卓也氏、喜多浩明氏、鳥谷則仁氏、日比徹也氏、山本誠二氏、前田勉氏、寺井友章氏
 監査役員　齊藤司氏
4 取締役　小澤義昭氏、酒井峰夫氏、加藤格氏、金子圭子氏の４名は社外取締役です。
5 監査役　相原亮介氏、宮島司氏、和田信雄氏の３名は社外監査役です。
6 取締役　小澤義昭氏、酒井峰夫氏、加藤格氏、監査役　相原亮介氏、宮島司氏、和田信雄氏の６名は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し
て届け出ています。

7 2022年４月１日付機構改革に伴い、取締役の担当職務が変更されました。
会社における地位、担当 氏名

取締役　常務執行役員
オートモーティブ・エアポート事業部門長、
滋賀事業所長

林　　智亮
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［ご参考］取締役を兼務しない執行役員及び監査役員 （2022年4月1日現在）
[執行役員]

役　　職 氏　　名

常務執行役員
大福（中国）有限公司董事長 岸 田 　 明 彦

常務執行役員
オートウォッシュ事業部門長、
オートウォッシュ事業部長、
株式会社ダイフクプラスモア代表
取締役社長 

堀 場 　 義 行

常務執行役員
オートモーティブ・エアポート事業部門
副事業部門長、
エアポート事業部長

上 本 　 貴 也

常務執行役員
生産担当、
DX本部長、
イントラロジスティクス事業部
生産本部長

三 品 　 康 久

常務執行役員
コーポレート部門長、
人事総務本部長

田 久 保 秀 明

常務執行役員
先端技術・新規事業開発担当、
イントラロジスティクス事業部
エンジニアリング本部長

権 藤 　 卓 也

役　　職 氏 　　名
執行役員
オートモーティブ・エアポート事業部門副事業部門長、
オートモーティブ事業部長、
オートモーティブ事業部営業・サービス統括本部長

西 村 　 章 彦

執行役員
安全衛生管理本部長 喜 多 　 浩 明

執行役員
イントラロジスティクス事業部
営業本部長

鳥 谷 　 則 仁

執行役員
コーポレート部門副部門長、
財経本部長

日 比 　 徹 也

執行役員
イントラロジスティクス事業部
工事・サービス本部長

山 本 　 誠 二

執行役員
オートモーティブ事業部国内市場BU※本部長、
オートモーティブ事業部グローバル生産本部長

前 田 　 　 勉

執行役員
クリーンルーム事業部生産本部長 寺 井 　 友 章

執行役員
クリーンルーム事業部営業本部長、
小牧事業所長

園 田 　 篤

[監査役員]

役　　職 氏　　名

監査役員
監査役付 齊 藤 　 　 司

監査役員
監査役室長 髙 橋 　 利 勝

※BU=Business Unit
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［2］取締役及び監査役の報酬等の額
①取締役及び監査役の報酬等の総額及び員数

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる

役員の員数（人）基本報酬
業績連動報酬

賞与 非金銭報酬

取締役（うち社外取締役）  515
（60）

249
（60）

223  
（－）

42
（－）

9  
（4）

監査役（うち社外監査役） 77
（30）

55
（30）

22
（－）

－
（－）

4  
（3）

②業績連動報酬等・非金銭報酬等に関する事項
＜賞与等に関する事項＞
1） 業績連動報酬等の額の算定の基礎として選定した業績指標の内容及び選定した理由
　取締役の短期業績連動報酬としての賞与は、各事業年度の連結当期純利益額の一定の割合を原資として、資
格・職位に応じて、基本配分と業績成果に応じた評価配分により分配し、毎年一定の時期に支給します。業績配分
の指標に「純利益額」を選定した理由は、全役職員が一丸となって努力した成果を表す指標であるためです。

2） 業績連動報酬等の額の算定方法
　賞与（短期業績連動報酬）の算定に当たっては、資格・職位に基づく「基本配分係数」、定量側面（利益の伸び）と
定性側面に基づく「業績成果評価配分係数」を設定しています。配分額算出方法は、約８割を「基本配分」、約２割を
「業績成果評価配分」とし、「業績成果評価配分」については個人評価に基づき算出します。
3） 業績連動報酬等の額の算定に用いた業績指標に関する実績
　定量的側面指標である純利益額実績については、［5］①企業集団の財産及び損益の状況の推移に記載の
とおりです。

＜非金銭報酬等に関する事項＞
　2016年６月24日に行われた定時株主総会において、報酬制度の見直しとして、役員に対する業績連動型の株
式報酬制度である「株式給付信託（BBT（=Board Benefit Trust））」を導入しました。
　本制度は、職位毎の基準ポイントを設定しており、事業年度目標及び中期経営計画の目標の達成度を、0.0～
1.0の係数（４段階）で評価し、その結果によりポイントを付与し、退任時に累積ポイントに応じて当社株式及び金銭
を給付するものです。目標の達成度は、各事業年度については期初計画に対する純利益額及び利益率の達成度、
中期経営計画については前事業年度末までに公表された最新の経営目標項目（売上高、営業利益、ROE等）に基
づき算出します。当事業年度は、純利益額の期初計画340億円、2022年2月公表の予想値355億円で算出して
おり、純利益率6.8％に対して7.0％となりました。
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　当社は、2006年６月29日に行われた定時株主総会において、取締役の報酬額は年額700百万円以内、監査役の報
酬額は年額110百万円以内とすることを決議しました。決議終結時の取締役は18名、監査役は５名です。
　また、上記非金銭報酬等に関する事項記載の「株式給付信託」導入においては、定時株主総会決議終結時の取締役は
10名、本制度の対象となった取締役の員数は社外取締役２名を除く８名です。

④役員の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
1） 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法
　当社は、取締役の報酬等の内容を関連社内規程で定めており、また毎年の報酬決定については諮問委員会の
検討・答申を経て取締役会承認決議を行うこととするなど、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を
定めていました。2021年２月開催の取締役会において、2021年３月施行の会社法改正の趣旨を踏まえて、一部項
目の追加や更新も含めて一元的に整理し、改めて取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めました。

2） 決定方針の内容の概要
・取締役の報酬は、2006年６月に開催された定時株主総会で承認された取締役の報酬年額（700百万円）を限
度として、その役割と業務にふさわしい水準となるよう取締役会決議で報酬基準を定めた「役員報酬及び賞与
内規」及び「役員株式給付規程」に従って支給することを基本方針とします。
・業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、短期業績連動報酬としての賞与及び中長期の業績連
動型株式報酬により構成されます。
・当該割合は、当社の業績と株式価値の連動性を織り込んでいるため固定的なものではなく、他社水準を考慮し、
諮問委員会の答申を踏まえ、決定します。
・監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うものとします。
・基本報酬は、職位別役員報酬年俸額を固定報酬とし、その水準は、他社水準を考慮しながら、資格・職位及び当
社の業績から総合的に勘案して、決定するものとします。短期業績連動報酬としての賞与及び中長期の業績連動
型株式報酬の内容については、上記賞与等に関する事項及び非金銭報酬等に関する事項に記載のとおりです。
・取締役の報酬は、社外取締役と代表取締役で構成する諮問委員会（議長は社外取締役）の検討・答申を経て、基
本報酬と賞与の総額を取締役会で年度ごとに決議します。個人別の報酬額については関連社内規程に基づき、
代表取締役社長が具体的内容について委任を受けるものとします。
　　諮問委員会は、少なくとも代表取締役１名以上、社外取締役１名以上を含めた３名以上の委員で構成され、議
長は社外取締役とします。当事業年度は、社外取締役４名全員と代表取締役１名で構成されました。

③取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　本制度の導入により、役員の報酬と当社業績及び株式価値との連動性をより明確にし、役員が株価上昇のメリットの
みならず、株価下落リスクまでも株主と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献することを目的
としています。
　交付状況は、２．会社の株式に関する事項に記載のとおりです。
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1）重要な兼職の状況ならびに当該兼職先との関係

［3］社外役員に関する事項 
①取締役

区　分 氏　名 兼　職　先 兼職内容

社外取締役 小澤　義昭
桃山学院大学経営学部 教授
大同生命保険株式会社 社外監査役
株式会社アンデレパートナーズ 代表取締役

社外取締役 酒井　峰夫 － －
社外取締役 加藤　　格 立教大学法学部 客員教授

社外取締役 金子　圭子

アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業 パートナー
株式会社ファーストリテイリング 社外監査役
株式会社ユニクロ 監査役
株式会社朝日新聞社 社外監査役

（注） 1  取締役　小澤義昭氏が教授を務める桃山学院大学、代表取締役を務める株式会社アンデレパートナーズと当社との間には取引その他の関係はありません。
2 取締役　加藤格氏が客員教授を務める立教大学と当社との間には取引その他の関係はありません。
3 取締役　金子圭子氏がパートナーを務めるアンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業へ当社から個別案件を業務委託することはありますが、同
事務所と当社は顧問契約を結んでおらず、その取引額は同事務所及び当社のいずれにおいても連結売上高の１%未満です。

3） 取締役の個人別の報酬等の内容に係る委任に関する事項 
　当事業年度における取締役の個人別の報酬額については、「役員報酬及び賞与内規」に基づき、代表取締役社
長下代博が具体的内容の決定について委任を受けています。その権限の内容は、各取締役の基本報酬の月額配
分額及び各取締役の業績評価を踏まえた賞与配分額としています。代表取締役に権限を委任する理由は、当社
全体の業績を俯瞰しつつ取締役個々の担当領域や職責を評価するには代表取締役が最も適しているからです。
　当該権限が適切に行使されるよう、代表取締役社長は諮問委員会の意見に沿って個人別の報酬額を決定して
います。

4） 当事業年度に係る個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
　取締役会は、代表取締役社長下代博が決定した個人別の報酬等の内容が、3)に記載の権限が代表取締役社
長下代博によって適切に行使されるよう、諮問委員会が2）に記載の方針に沿って検討した個人別の報酬の内容
に関する答申を尊重して承認を行っているためです。

5） 監査役の報酬の決定方針の決定方法及び内容の概要
　「役員報酬及び賞与内規」の制定時の監査役全員の合意により、監査役の報酬は、2006年６月に開催された
定時株主総会で承認された監査役の報酬年額（110百万円）を限度とし、報酬基準を定めた「役員報酬及び賞与
内規」に従って支給することを基本方針としています。また、監査役の報酬は、年度ごとに監査役会の協議により
決定します。なお、社外監査役については、その職務に鑑み基本報酬のみを支払うものとします。
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2）主な活動状況

氏　名 出席の状況（出席回数） 発言の状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

小澤　義昭

取締役会 定時12回中12回
臨時 ６回中 ６回

財務及び会計に関する相当程度の知見、海外駐在の経験を生かし、大学教授
として会計学を教えています。取締役会において、豊富な経験と幅広い見識か
ら経営の透明性確保と経営監視・監督機能を高めるため、かつ、グローバル化
を進める当社グループにあって、専門的見地からの助言・提言を行っています。
また、諮問委員会では、独立した客観的な立場から、会社の業績等の評価を役
員の指名・報酬に反映させるなど、経営陣の監督に努めています。

諮問委員会 ５回中 ５回

酒井　峰夫

取締役会 定時12回中12回
臨時 ６回中 ５回

IT系企業で代表取締役会長最高経営責任者を務めるなど、企業経営における豊
富な経験と幅広い見識を有しており、取締役会において、豊富な経験と幅広い見
識から経営の透明性確保と経営監視・監督機能を高めるため、助言・提言を行っ
ています。また、諮問委員会では、独立した客観的な立場から、会社の業績等の
評価を役員の指名・報酬に反映させるなど、経営陣の監督に努めています。

諮問委員会 ５回中 ５回

加藤　　格

取締役会 定時12回中12回
臨時 ６回中 ６回

商社やエネルギー開発企業で執行役員を務めるなど、企業経営、特に安全・ESG、
さらにコンプライアンス及び内部統制分野における豊富な経験と幅広い見識を
生かし、大学で法学を研究しています。取締役会において、企業法務に関する視
点から経営の透明性確保と経営監視・監督機能を高めるため、助言・提言を行っ
ています。また、諮問委員会では、独立した客観的な立場から、会社の業績等の評
価を役員の指名・報酬に反映させるなど、経営陣の監督に努めています。

諮問委員会 ５回中 ５回

金子　圭子
取締役会 定時12回中12回

臨時 ６回中 ６回
商社での実務経験や大学院准教授の経験を有し、弁護士として企業買収、会
社の取引や経営、資源エネルギー規制等の分野で活躍。専門的見地から経営
の透明性確保と経営監視・監督機能を高めるため、助言・提言を行っています。
また、諮問委員会では、独立した客観的な立場から、会社の業績等の評価を役
員の指名・報酬に反映させるなど、経営陣の監督に努めています。

諮問委員会 ５回中 ５回

1）重要な兼職の状況ならびに当該兼職先との関係
②監査役

区　分 氏　名 兼　職　先 兼職内容
社外監査役 相原　亮介 相原法律事務所 代表

社外監査役 宮島　　司

朝日大学法学部・大学院法学研究科 教授
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構資産処分審議会 会長
ヒューリック株式会社 社外取締役
大日本印刷株式会社 社外取締役
株式会社ミクニ 社外監査役

社外監査役 和田　信雄 － －
（注） 1  監査役　相原亮介氏が代表を務める相原法律事務所と当社との間には取引その他の関係はありません。

2  監査役　宮島司氏が教授を務める朝日大学、会長を務める独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構資産処分審議会と当社との間には取引その他
の関係はありません。
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2）取締役会及び監査役会への出席状況ならびに発言の状況

氏　名 出席の状況（出席回数） 発言の状況

相原　亮介
取締役会

監査役会

定時12回中12回
臨時 ６回中 ６回

８回中 ８回

弁護士としての専門的見地からの意見を中心に、経営の適法性確保と経営監
視･監査機能を高めるため、取締役会、監査役会において、豊富な経験と高い
見識に基づき、適宜必要に応じて助言･提言を行っています。

宮島　　司
取締役会

監査役会

定時12回中12回
臨時 ６回中 ６回
 ８回中 ８回

法律を専門とする大学教授で、学識経験者としてまた法律の専門家としての専
門的見地からの意見を中心に、経営の適法性確保と経営監視･監査機能を高
めるため、取締役会、監査役会において、豊富な経験と高い見識に基づき、適
宜必要に応じて助言･提言を行っています。

和田　信雄
取締役会

監査役会

定時12回中12回
臨時 ６回中 ６回
 ８回中 ８回

長年大学で物性物理学の教授を務めた、学識経験者としての幅広い科学技術
に関する意見を中心に、経営の透明性確保と経営監視･監査機能を高めるた
め、取締役会、監査役会において、豊富な経験と高い見識に基づき、適宜必要
に応じて助言･提言を行っています。

③責任限定契約の内容と概要
　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定、当社定款第27条（社外取締役の責任限
定契約）及び同第35条（社外監査役の責任限定契約）の規定に基づき、損害賠償責任の限度額を法令で定める額とす
る責任限定契約を締結しています。

5. 会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項
　当社は会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しています。当該保険
契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされた
ことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が塡補されることとなります。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図
的に違法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないよ
うにしています。当該保険の被保険者は、当社の取締役、監査役、執行役員、監査役員、国内子会社の役員です。すべての
被保険者について、その保険料は、当社及び各国内子会社が負担しています。
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　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

　当社の重要な子会社のうち、海外に所在する子会社は、PwCあらた有限責任監査法人以外の公認会計士または監
査法人が監査をしています。

　国際財務報告基準（IFRS）適用に関する助言業務等

6. 会計監査人の状況
［1］会計監査人の名称

［2］当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

［3］連結子会社の監査に関する事項

［4］非監査業務の内容

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目のいずれかに該当すると認められる場合は、監査
役全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株
主総会において、解任の旨及びその理由を報告します。
　また、監査役会は、当社の会計監査人を評価する基準に沿って総合的に評価した結果、会計監査人の職務の執行に支
障がある、あるいは、監査の適正性をさらに高める必要があると判断した場合など、会計監査人の変更が必要と認められ
る場合は、会計監査人の解任または不再任を株主総会に提出する議案の内容として決定します。取締役会は、当該決定
に基づき、当該議案を株主総会に提出します。

［5］会計監査人の解任または不再任の決定の方針

区　　　　　分 報酬等の額

１　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 89百万円

２　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 191百万円

（注） 1  監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、監査時間の計画と前年度実績、当社監査報酬の推移や他社監査報酬の動向、会計監査人の職務遂行状況
などを確認し、検討を行った結果、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第1項の同意を行っています。

2  当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査報酬等の額を区分していませんので、上記１の金額にはこれ
らの合計額を記載しています。
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7. 業務の適正を確保するための体制等とその運用状況の概要

［1］取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

業務の適正を確保するための体制等 運用状況の概要

①取締役は、法令、定款及び社内諸規程の遵守を目的と
した「グループ行動規範」を率先垂範するとともに、
その周知徹底を図ります。

②全取締役・執行役員を委員とするコンプライアンス
委員会を設置し、企業活動における法令遵守、公正
性、倫理性の意識の浸透と向上を図ります。

③業務執行ラインから独立した監査本部が、法令、定款
及び社内諸規程の遵守状況を監査します。

④企業活動に伴うリスクを早期発見し、重大な問題を
未然に防ぐため、内部通報制度を整備・運用します。

⑤その他、当社グループ内における重要な課題を組織横
断的に解決するため、各種委員会を設置・運営します。

①取締役を含む役員が「グループ行動規範」の精神を当社グ
ループの従業員に伝えることにより、法令等の遵守があら
ゆる企業活動の前提であることを周知徹底しています。

②役員・従業員に対しコンプライアンスに関する研修を実施してい
ます。具体的には、毎年10月をコンプライアンス強化月間とし
て、ケーススタディを交えた浸透企画を行っています。2021年度
は「ガバナンス」をテーマに、専門家と社外取締役らでディスカッ
ションを行い、社内イントラネットでも内容の配信を行いました。

③ 監査本部は、業務の適正性を確保するための内部監査に
おいて、監査役との連携を図りつつ、法令、定款及び社内
諸規程の遵守状況を客観的に検証・評価し、被監査部門
へ指導・助言しています。

　新型コロナウイルス感染症に伴う出社・移動制限はあったもの
のリモート監査等を活用することにより、滞りなく実施しました。

④より実効性のある内部通報制度とするため、社内窓口と
社内から独立した外部窓口の２つのルートで通報を受け
付けています。匿名で通報できること、海外から８カ国語
で通報できることを主な特徴として運用しています。

⑤海外取引コンプライアンス管理体制の整備・充実を図るた
め「海外取引管理委員会」を設置・運営しています。また、
ESG/SDGsなど広範で社会的な課題への対応・要請が高
まる中、「サステナビリティ委員会」を設置・運営し、気候変
動に係る対策の深化やダイフクグループ人権方針の策定
等を行いました。この他、７つの委員会で全社横断的な取
組みを行いました。

　業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）について、取締役会で決議した内容とその運用状況の概要は次の通りです。
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［3］損失の危険の管理に関する規程その他の体制

業務の適正を確保するための体制等 運用状況の概要

［2］取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

業務の適正を確保するための体制等 運用状況の概要

①当社グループにおける経営目標の達成に影響を与え
るリスクを認識・評価し、そのリスクを適切にコント
ロールするための社内体制を整備します。

②「リスクマネジメント規程」に則り、リスクアセスメントを
実施し、事業活動に影響を与えるリスクの軽減と極小化
及び有事の際の体制強化を推進します。

③情報セキュリティに関連する規程を制定し、情報セキュ
リティの維持・管理に必要な体制、推進組織の機能・権
限、情報資産の取扱方法などを定め、当社グループが
保有する情報資産の保全を推進します。

株主総会議事録・取締役会議事録をはじめ、取締役の職
務の執行に係る記録等については、文書管理規程及びそ
の他社内諸規程に則り適切に保管及び管理します。

①社長（CEO）がリスクマネジメントを統轄する最高リ
スク管理責任者（CRO：Chief Risk Officer）を兼務し
ています。

②「リスクマネジメント規程」に則り、リスクアセスメントを
実施しました。自然災害等のリスクについては、BCP

（Business Continuity Plan：事業継続計画）・各種マ
ニュアルの整備、防災危機管理教育などを行っています。

　役員・従業員の安否を確認するシステムによる「安否確認
訓練」を定期的に実施しています。また、取引先の被災情
報を早期収集できる「サプライヤー操業確認システム」を
導入し、災害発生時の調達部品などの安定確保に向け
て取り組んでいます。なお、新型コロナウイルス感染症に
ついては「新型肺炎対策本部」を設置し、当社グループの
経営におけるリスクの分析をはじめ、関連諸部門を中心
に迅速に対応しています。

③情報セキュリティ委員会が中心となって、情報セキュリ
ティ関連諸規程の適切な運用に努めています。また、
セキュリティ意識の強化のため、役員・従業員を対象とした
ｅラーニングや標的型メール訓練を実施しています。

取締役は、「文書管理規程」をはじめとする社内規程に則
り、文書（電磁的記録を含みます。）を関連資料とともに、
保存及び管理しています。

事業報告

49

010_0354601102206.indd   49010_0354601102206.indd   49 2022/05/25   16:06:232022/05/25   16:06:23



［4］取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

業務の適正を確保するための体制等 運用状況の概要

①取締役会は、役員・従業員が共有する当社グループ
全体の経営目標・経営計画等を定め、その浸透を図り
ます。

②当社は執行役員制度を採用し、取締役会は一定の経営上
の意思決定を執行サイドに委ね、取締役会が決定した経
営目標に対し執行役員は自部門の具体的な目標及び施
策を策定し、達成に向けて迅速に業務を執行します。

① 取締役会は、中期経営計画の浸透と実現に向け議論して
います。また、CEOが社内報やイントラネット上の動画等
で経営方針等の説明を国内外のグループ全体に行って
います。

②「取締役会規程」及び「職務権限規程」の改定により、取
締役会付議事項の絞り込みと執行サイドへの一定の
意思決定権限の委譲を行い、この体制を適切に運用し
ています。
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［5］当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制等 運用状況の概要

①「グループ行動規範」は、国内外の子会社の役員・従業
員に翻訳版として配布され、子会社の役員等がその精
神等を伝えています。2021年は行動規範をわかりや
すく解説した「コンプライアンス・ガイドブック」を
作成。CEOメッセージとあわせ現地法人も含め詳細
な説明を行いました。

②グループ全体のガバナンス体制を明確化した「グルー
プガバナンス規程」に基づき、取締役会による適切な
監督・統制水準を維持しつつ、子会社担当役員が子会
社における迅速果断な意思決定及び執行を行い、業務
の適正を確保する運用を行っています。

③監査本部は、当社グループにおける業務の適正性を確保
するための内部監査において、当社グループ各社の内部
監査部門・監査役・監査法人との連携を図りつつ、内部統
制システムの整備状況及び運用状況を客観的に検証・評
価し、被監査部門へ指導・助言しています。

　当事業年度は、新型コロナウイルス感染症に伴う出社・
移動制限はありましたが、デジタル化（リモート監査、証
憑の電子化）を活用したことにより、全体としては効率化
が進みました。

④当社グループは、暴力団等の反社会的勢力への対応方
針を「グループ行動規範」に定め、当社グループの役
員・従業員全員に周知徹底しています。

　贈賄防止については、接待・贈答等を提供する場合の
規定に加え、2021年４月より新たに接待・贈答等を受
ける場合の規定を制定し、運用を開始しました。健全
で透明性ある取引をグループ全体で行い、腐敗防止強
化を図っていきます。

①当社グループに共通の「グループ行動規範」に基づき、
当社グループの役員・従業員が法令、社内諸規程及び社
会規範を遵守し誠実に行動することを促進します。

②当社は「グループガバナンス規程」の適切な運用を実現
するべく「子会社担当役員」を選任し、これら担当役員を
通じて国内外子会社の経営全般に対する指導・助言等
を行い、当社グループ全体の業務の適正を確保します。

③監査本部は業務執行ラインから独立した立場で、当
社グループにおける内部統制システムの整備状況及
び運用状況の適切性を監査します。

④当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える勢力・
団体には法令に基づき、グループ全体で毅然と対応
します。また、グローバルレベルでの法令違反リスク
に対応するため、贈賄防止規程等の整備・周知に取り
組みます。
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[6]監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当
該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

業務の適正を確保するための体制等 運用状況の概要

①当社は、監査役の職務を補助すべき使用人として監査
役室を設置します。

②当社は、監査役室及び監査本部の人事について、監査
役会の意見を尊重します。また当社は、監査役室の独
立性に配慮し、当該使用人に対する指示の実効性の確
保に努めます。

監査役の監査の実効性を高めるため、監査役の職務を
補助する「監査役室」を設置しています。また、業務執行
ラインから独立した監査本部に加え、コーポレート部
門傘下の経理・法務等の部門が、必要に応じ監査役の職
務遂行のための補助的役割を担い、監査機能の充実を
図っています。

［7］当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、 報告をしたことを理由とし
て不利な取扱いを受けないことを確保する体制

業務の適正を確保するための体制等 運用状況の概要

①当社及び子会社の取締役及び使用人により左記に該
当する事実が発見されたときは、発見者または発見者
から報告を受けた責任者等を通じて、監査役に報告し
ています。 

②監査役への報告、情報提供については、情報提供者保
護の考え方に則り、適切に対応しています。

③監査役や監査役室、監査本部のメンバーは、左記の会
議に出席し、子会社の取締役及び使用人等からの報告
を受け、必要に応じ意見を述べています。

①当社及び子会社の取締役及び使用人等は、次に定める
事項を監査役会に報告します。
1）当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある

事項
2）毎月の経営状況として重要な事項
3）内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項
4）重大な法令または定款違反
5）その他コンプライアンス上重要な事項

②当社グループでは、取締役及び使用人等の監査役への
報告、情報提供を理由とした不利益な処遇は、一切し
ません。

 
③監査役や監査役室、監査本部のメンバーは、子会社の取

締役会、その他重要会議に参加し、情報収集に努めるこ
とにより、監査の実効性を確保します。
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［8］その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

業務の適正を確保するための体制等 運用状況の概要

①監査役会規程で定めるところにより、監査役会は代表
取締役等と監査上の重要課題などについて定期的に
意見交換会を開催します。

②監査役は、監査本部から監査計画と監査結果について
定期的に報告を受け、必要に応じて調査を求めます。

③監査役は、監査役室を指揮し、監査の実効性を高め、監
査職務を円滑に執行します。

④監査役及び監査役会は、会計監査人と定期的に会合を
もち、緊密な連携を保ち実効的かつ効率的な監査を実
施します。

⑤監査役会は、監査の実施にあたり、法律・会計の専門家
の活用等の必要な費用につき、その前払いや償還を当
社に求めることができます。

①監査役会は、代表取締役及び社外取締役と監査上の
重要課題などについて意見交換を当期は３回実施
し、相互に認識を深めています。

②常勤監査役は監査本部等が開催する定例の監査会議
に出席し、監査本部からの監査計画や監査結果の報
告を受け情報を共有しています。

③監査役室は、監査役の指揮のもと、監査職務の補助及び
監査役会に関する業務を行うと共に、監査本部その他
の使用人や子会社から、より多くの情報を入手する等
により、監査役の監査の実効性向上に努めています。

④監査役会は、会計監査人からの監査計画・監査品質の
報告会、四半期レビュー・期末監査結果報告会の定期
会合及び臨時的な会合により連携を深めています。

⑤監査の実施費用について監査役より求められた際
は、監査役から求められた実施費用を全額支払って
います。
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顧
　
問
　
弁
　
護
　
士

コンプライアンス委員会
海外取引管理委員会
中央安全衛生委員会
開示委員会
サステナビリティ委員会
情報セキュリティ委員会
リスクマネジメント委員会 委

任

報
告
・
連
携

内
部
監
査

会
計
監
査
・
内
部
統
制
監
査
の
委
任

会
計
監
査
人
監
査

監査役室
［監査役員］

監
査
本
部

会
　
計
　
監
　
査
　
人

株 主 総 会 （議長： 代表取締役社長）

監査役会
監査役

社外監査役

選任

指揮

選任
選任

連
携

監
査
役
監
査

取 締 役 会 （議長： 代表取締役社長）
［取締役、社外取締役］ 諮問委員会

代表取締役社長
（CEO）

答申

 諮問
（指名･報酬）

選定選任
報告

報告

付議
付議

役 員 会
取締役

執行役員

経営会議
連
絡

安
全
衛
生
管
理
本
部

Ｄ
Ｘ
本
部

コ
ン
テ
ッ
ク
グ
ル
ー
プ（
電
子
機
器
事
業
）

国内・海外子会社

イ
ン
ト
ラ
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
事
業
部

イ
ン
ト
ラ
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
事
業
部
門

ク
リ
ー
ン
ル
ー
ム
事
業
部

ク
リ
ー
ン
ル
ー
ム
事
業
部
門

オ
ー
ト
ウ
ォ
ッ
シ
ュ
事
業
部

オ
ー
ト
ウ
ォ
ッ
シ
ュ
事
業
部
門

オ
ー
ト
モ
ー
テ
ィ
ブ
事
業
部

エ
ア
ポ
ー
ト
事
業
部

オ
ー
ト
モ
ー
テ
ィ
ブ
・
エ
ア
ポ
ー
ト
事
業
部
門
　  

内
部
通
報
事
務
局

（
内
外
通
報
窓
口
） 

 

内
部
通
報

ガ
バ
ナ
ン
ス
推
進
室

法
務
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
本
部

秘
書
室

事
業
企
画
本
部

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
本
部

人
事
総
務
本
部

財
経
本
部

こ
こ
ろ
と
体
の
健
康
づ
く
り
委
員
会

働
き
方
改
革
委
員
会

年
金
資
産
運
用
委
員
会

コーポレート部門

○コーポレートガバナンス体制模式図 （2022年4月1日現在）
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8. 剰余金の配当等に関する事項
　当社は、株主の皆さまに対する利益還元を最重要課題
と位置づけ、剰余金の配当につきましては、株主の皆さま
へのさらなる利益還元を視野に入れて、連結当期純利益
をベースとする業績連動による配当政策を取り入れると
ともに、残余の剰余金につきましては内部留保金として、
今後の成長に向けた投資資金に充てる方針です。
　2021年４月にスタートした３カ年中期経営計画「Value 
Transformation 2023」では連結配当性向30％以上
と、成長投資による企業価値向上を目指しています。
　当期につきましては、中間配当として１株当たり35円

を実施しており、期末配当として１株当たり55円とさせて
いただくことを2022年５月13日開催の取締役会で決議
し、合計で年間配当としては期初の予定から５円増配し、
１株当たり90円（前期80円）とさせていただくことといた
しました。この結果、連結配当性向は31.6％となります。
　なお、剰余金の配当を機動的に実施できるようにする
ため、「会社法第459条第１項（剰余金の配当等を取締役
会が決定する旨の定款の定め）に定める事項について
は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決
議によらず取締役会決議によって定めることができる」と
定款に定めています。

第106期 期末配当金のお支払いについて
当社は、2022年３月31日の最終の株主名簿に記録
された株主または登録株式質権者に対し、次のとおり
期末配当金をお支払いいたします。
　1．期末配当金 １株につき金55円
　2．効力発生日並びに支払開始日 2022年6月27日（月曜日）
なお、期末配当金のお支払いに関する書類は、2022年

６月24日にお届出ご住所あてに発送いたします。
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（単位：百万円）

科　目 第106期
（2022年３月31日現在）

（ご参考）第105期
（2021年３月31日現在）

  負債の部
流動負債 173,645 149,178

支払手形・工事未払金等 48,046 43,778
電子記録債務 28,084 20,169
短期借入金 22,449 15,543
未払法人税等 7,252 9,907
未成工事受入金等 ― 34,263
契約負債 40,682 ―
工事損失引当金 711 343
その他 26,419 25,172

固定負債 17,617 34,265
長期借入金 3,907 19,600
繰延税金負債 802 516
退職給付に係る負債 7,494 7,674
その他の引当金 327 351
その他 5,086 6,123

負債合計 191,263 183,443

  純資産の部
株主資本 279,264 255,282
資本金 31,865 31,865
資本剰余金 20,691 21,980
利益剰余金 227,609 202,377
自己株式 △ 901 △ 941

その他の包括利益累計額 11,504 1,778
その他有価証券評価差額金 4,107 4,376
繰延ヘッジ損益 △ 637 △ 260
為替換算調整勘定 8,380 △ 1,425
退職給付に係る調整累計額 △ 344 △ 912

非支配株主持分 1,289 4,952
純資産合計 292,059 262,012

負債・純資産合計 483,322 445,456

連結貸借対照表
科　目 第106期

（2022年３月31日現在）
（ご参考）第105期
（2021年３月31日現在）

  資産の部
流動資産 381,310 350,604

現金及び預金 118,769 94,167
受取手形・完成工事未収入金等 ― 211,906
受取手形・完成工事未収入金等
及び契約資産 208,915 ―
商品及び製品 7,045 6,355
未成工事支出金等 11,430 13,670
原材料及び貯蔵品 22,778 16,325
その他 13,148 8,749
貸倒引当金 △ 777 △ 571

固定資産 102,012 94,852
有形固定資産 55,215 49,547
建物及び構築物 22,734 21,304
機械装置及び運搬具 7,799 5,802
工具、器具及び備品 2,602 2,637
土地 12,496 12,228
その他 9,583 7,574

無形固定資産 10,720 10,015
ソフトウエア 5,077 3,998
のれん 3,956 4,212
その他 1,687 1,804

投資その他の資産 36,076 35,289
投資有価証券 13,322 14,965
長期貸付金 44 117
退職給付に係る資産 9,002 7,738
繰延税金資産 10,082 9,566
その他 3,627 3,066
貸倒引当金 △ 3 △ 165

資産合計 483,322 445,456

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結計算書類
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連結損益計算書 （単位：百万円）

科　目
第106期

2021年４月 １ 日から
2022年３月31日まで

（ご参考）第105期
2020年４月 １ 日から
2021年３月31日まで

売上高 512,268 473,902
売上原価 417,968 385,744

売上総利益 94,299 88,157
販売費及び一般管理費 44,046 43,591

営業利益 50,252 44,566
営業外収益 2,023 2,086
　受取利息 346 347
　受取配当金 384 415
　為替差益 ― 296
　助成金収入 645 128
　受取地代家賃 227 218
　その他 419 680

営業外費用 1,022 806
　支払利息 352 644
　為替差損 279 ―
公開買付関連費用 275 ―
その他 116 162
経常利益 51,253 45,846

特別利益 481 935
　固定資産売却益 7 14
　投資有価証券売却益 234 920
　受取保険金 215 ―
　その他 24 ―

特別損失 756 1,671
　固定資産売却損 0 3
　固定資産除却損 300 235
　和解金 ― 234
　関係会社株式評価損 ― 1,027
　特別退職金 278 ―
　関係会社整理損 143 ―
　その他 33 170

税金等調整前当期純利益 50,978 45,109
　法人税、住民税及び事業税 14,032 14,010
　法人税等調整額 501 △ 1,683

法人税等合計 14,534 12,326
当期純利益 36,444 32,783
非支配株主に帰属する当期純利益 566 393
親会社株主に帰属する当期純利益 35,877 32,390
（注）  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ 　　　　　　　 ） （ 　　　　　　　 ）

連結計算書類
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貸借対照表
科　目 第106期

（2022年３月31日現在）
（ご参考）第105期
（2021年３月31日現在）

  資産の部
流動資産 218,198 202,167
現金及び預金 50,824 40,158
受取手形 1,328 1,470
電子記録債権 5,470 8,726
完成工事未収入金 ― 113,783
完成工事未収入金及び契約資産 117,975 ―
売掛金 13,598 14,090
商品及び製品 72 33
未成工事支出金等 5,760 7,943
原材料及び貯蔵品 12,423 10,133
前払費用 1,847 1,421
未収入金 4,588 2,122
短期貸付金 15 13
関係会社短期貸付金 991 941
その他 3,565 1,743
貸倒引当金 △ 263 △ 415

固定資産 111,870 99,393
有形固定資産 26,499 25,538
建物 11,166 11,222
構築物（純額） 940 1,004
機械及び装置（純額） 3,509 2,859
車両運搬具（純額） 1 4
工具、器具及び備品（純額） 954 1,134
土地 7,995 7,995
リース資産（純額） 833 1,070
建設仮勘定 1,098 246

無形固定資産 3,396 2,462
ソフトウエア 3,027 2,315
ソフトウエア仮勘定 327 70
その他 41 76

投資その他の資産 81,973 71,391
投資有価証券 12,631 13,371
関係会社株式 49,923 41,600
関係会社出資金 6,225 4,625
長期貸付金 39 100
長期前払費用 164 37
前払年金費用 6,057 5,266
繰延税金資産 5,563 5,223
敷金及び保証金 768 725
その他 602 541
貸倒引当金 △ 3 △ 99

資産合計 330,068 301,560
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

科　目 第106期
（2022年３月31日現在）

（ご参考）第105期
（2021年３月31日現在）

  負債の部
流動負債 98,664 72,005
電子記録債務 26,500 18,740
買掛金 21,027 19,485
工事未払金 2,200 2,064
短期借入金 2,197 1,649
1年内返済予定の長期借入金 15,100 200
リース債務 173 268
未払金 2,522 2,307
未払費用 7,824 7,428
未払法人税等 5,859 8,459
未成工事受入金 ― 9,900
契約負債 13,455 ―
前受金 ― 494
工事損失引当金 304 128
その他 1,499 878

固定負債 9,483 24,980
長期借入金 3,800 18,800
リース債務 660 802
長期未払金 11 12
退職給付引当金 4,541 4,571
その他の引当金 278 241
その他 192 552

負債合計 108,148 96,986

  純資産の部
株主資本 218,458 200,486

資本金 31,865 31,865
資本剰余金 22,876 22,876
資本準備金 8,998 8,998
その他資本剰余金 13,877 13,877

利益剰余金 164,618 146,686
利益準備金 112 112
その他利益剰余金 164,506 146,574
配当準備積立金 7,000 7,000
固定資産圧縮積立金 294 300
別途積立金 30,000 30,000
繰越利益剰余金 127,211 109,274

自己株式 △ 901 △ 941
評価・換算差額等 3,461 4,087
その他有価証券評価差額金 4,078 4,349
繰延ヘッジ損益 △ 616 △ 262

純資産合計 221,919 204,574
負債・純資産合計 330,068 301,560

計算書類
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（ 　　　　　　　 ）

損益計算書 （単位：百万円）

科　目
第106期

2021年４月 １ 日から
2022年３月31日まで

（ご参考）第105期
2020年４月 １ 日から
2021年３月31日まで

売上高 266,460 239,592
売上原価 216,173 193,032
売上総利益 50,286 46,559
販売費及び一般管理費 17,465 18,297
営業利益 32,821 28,262
営業外収益 7,247 8,737
受取利息 10 18
受取配当金 6,870 7,871
為替差益 ― 415
受取地代家賃 202 202
その他 163 228

営業外費用 237 188
支払利息 91 122
為替差損 111 ―
支払保証料 ― 63
その他 33 1

経常利益 39,831 36,811
特別利益 249 920
投資有価証券売却益 225 920
その他 24 ―

特別損失 927 2,941
関係会社株式評価損 699 2,778
固定資産除却損 212 163
その他 15 ―

税引前当期純利益 39,154 34,790
法人税、住民税及び事業税 10,398 9,862
法人税等調整額 103 △ 1,111
法人税等合計 10,502 8,750
当期純利益 28,652 26,039
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ 　　　　　　　 ）

※「連結株主資本等変動計算書、連結注記表」及び「株主資本等変動計算書、個別注記表」は、法令及び定款第16条の定めに基づき、 
当社ホームページ（https://www.daifuku.com/jp/ir/stock/shareholders/）に掲載しております。

計算書類
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2022年5月23日
独立監査人の監査報告書

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

株式会社ダイフク
取 締 役 会 　 御 中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 高 濱 　 滋
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北 野 和 行

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
大阪事務所

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ダイフクの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会
計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ダイ
フク及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結
計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と

監査報告書
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判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合
には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚
偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施す
る。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　
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2022年5月23日
独立監査人の監査報告書

会計監査人の監査報告書　謄本

株式会社ダイフク
取 締 役 会 　 御 中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 高 濱 　 滋
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北 野 和 行

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
大阪事務所

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイフクの2021年４月１日から2022年３月31日までの
第106期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書
類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施す
る。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

監査報告書
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以　上

監査役会の監査報告書　謄本

　当監査役会は、２０２1年４月１日から２０２2年３月３１日までの第１０6期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に
基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
（1） 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、リモート会議のツール等も活用しながら、取締

役、監査本部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に関して業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取
締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（２００５年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討
いたしました。

2．監査の結果　
（1） 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3） 連結計算書類の監査結果
　　会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

監 査 報 告 書

常勤監査役 木 村 義 久
社外監査役 相 原 亮 介
社外監査役 宮 島 　 司
社外監査役 和 田 信 雄

印
印
印
印

株式会社ダイフク　監査役会
2022年５月24日
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社　　是

今日の「われ」は
昨日の「われ」にあらず
明日の「われ」は
今日の「われ」にとどまるべからず

Today we are doing better

than we were yesterday.

Tomorrow we will be growing

ahead of where we are today.

経営理念

ダイフクは、マテリアルハンドリングを核とする「モノを動かす技術」で、心豊かに生きられる社会を創造します。
私たちは、
1． 人と環境への負荷を最小化し、人権の尊重と責任あるものづくりを実践することで、持続可能な社会の実現に貢献します。
2． 世界のお客さまと誠実に向き合い、革新的技術と最適最良のソリューションでスマート・ロジスティクスを実現します。
3． 多様性を尊重する自由闊達な企業風土のもと、一人ひとりが変革に挑戦します。同時に、経営基盤を強化し透明性の
高いグローバル経営を行います。

モノを動かし、心を動かす。

グループ行動規範

● 私たちは、法令・社会規範や倫理に照らして、正しく行動します。
● 私たちは、事業活動のあらゆる局面において、なによりも安全を優先します。
● 私たちは、「日新」の気持ちを常に忘れず、たゆまぬ挑戦と変革を続けます。

基本姿勢
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〔 M E M O 〕
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R81 G72 B157
C80% M75% Y0% K0%

C0% M0% Y0% K80%
R89 G87 B87

［ 場　所 ］
〒555-0012 大阪市西淀川区御幣島３丁目２番１１号  TEL（06）6472-1261

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

www.daifuku.com/jp

［ 最寄りの駅について ］
○JR東西線「御幣島駅」徒歩10分（ご注意：送迎バスは運行いたしません）

株主総会ご出席株主さまへのお土産の配布を取り止め
させていただいております。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

歌島
公園

大阪市立
御幣島
小学校

大阪市立
歌島中学校

大阪市立
歌島小学校

歩道橋

歩道橋

歩道橋

歩道橋

エディオン

西淀川
消防署

淀商業高等学校

大阪市立姫里小

スーパー
マルハチ

光明寺

大阪シティバス
御幣島公園前

西淀川
御幣島
郵便局

至尼崎駅

ガソリンスタンド

サイクルベース
あさひ

至野田阪神前

淀川通

西淀川区役所

塚
本
駅

Ｊ
Ｒ
神
戸
線

Ｊ
Ｒ
東
西
線（
地
下
駅
）

御
幣
島
駅

3番
出口

阪神高速11号池田線

2

塚本
ランプ西淀川

歌島郵便局

三菱ふそう

●ご注意[アクセスについて]
新型コロナウイルス感染症対策のため
送迎バスの運行はいたしません。
最寄り駅（ＪＲ東西線御幣島駅）から
徒歩でお越しください。
（徒歩10分程度）

ダイフク株主総会会場

証券コード  6383

パソコン・スマートフォン・タブレット
端末からもご覧いただけます。
https://s.srdb.jp/6383/

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、極力
書面またはインターネット等により事前の議決権行使を
いただきますようお願い申しあげます。
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●株主総会参考書類

［添付書類］
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　●計算書類
　●監査報告書

目  次
定時株主総会
招集ご通知

106第　　        回

開催情報

2022年６月24日（金曜日）午前10時
（受付開始 : 午前9時）

日　　時

大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号
当社本社内

場　　所

決議事項 第1号議案
第2号議案
第3号議案

定款一部変更の件
取締役9名選任の件
監査役2名選任の件
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